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第２　中国民法典の全条文について 1

第三編　契　 約 2

第一分編　通　則

第一章　一般規定

1　 本文中の条文見出しは，主として全国人大法工委民法室主任・黄薇主編『中華人民共和国民法典合同編
解読（上，下）』（中国法制出版社・２０２０年７月），同室・孫娜娜編『民法典新旧逐条対比』（中国検察
出版社・２０２０年６月），及び塚本宏明監修・村上幸隆編集『逐条解説中国契約法の実務』（中央経済社，
２００４年１月）を参照したものである。
2　 新法「第三編　契約」では，契約法［合同法］（１９９９年成立，全４２８条）を基礎として，改革の全
面的深化の精神が貫かれており，契約の維持，平等な交換，公平な競争が堅持され，商品及び要素の自由
な流動が促されること，契約法以降に現れた新しい状況と問題を解決するために，世界各国の立法経験を
参考にして，契約制度をさらに改善している。第三編は，計３つの分編，２９章，５２６条から構成され
ている。
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第４６３条【契約編の調整範囲】

本編は契約を原因として発生する民事関係を調整する。

第４６４条【契約の定義，身分関係合意の法律適用】

契約とは，民事主体間における民事法律関係の発生，変更，終了に関する合意をいう。

２　婚姻，養子縁組，後見等の身分関係に関する合意は，当該身分関係に関する法律規定

を適用する。規定がない場合，その性質に基づき本編の規定を参照適用することができる。

第４６５条【契約に対する法的保護，契約の相対性原則】

法に基づき成立した契約は，法律の保護を受ける。

２　法に基づき成立した契約は，当事者に対してのみ法的拘束力を有する。但し，法律に

別段の規定がある場合を除く。 

第４６６条【契約の解釈】

当事者に契約条項の理解に対する争いがある場合は，本法第１４２条第１項の規定に

従って，争いがある条項の意味を確定しなければならない。

２　契約文書を２種類以上の言語により締結し，かつ同等の効力を有する旨の約定がある

場合，各文書に使用される文言は同じ意味を有するものと推定する。各文書に使用され

る文言が一致しない場合，契約の関連条文，性質，目的及び誠実信用原則に基づいて解

釈しなければならない。

第４６７条【非典型契約，特定渉外契約の法律適用】

本法又はその他の法律に明文の規定がない契約は，本編通則の規定を適用し，かつ本

編又はその他の法律において最も類似する契約の規定を参照適用することができる。

２　中華人民共和国内で履行される中外合弁企業契約，中外合作経営企業契約，中外合作

自然資源探査開発契約については，中華人民共和国の法律を適用する。

第４６８条【契約に因らず発生した債権債務関係の法律適用】

契約に因らず発生した債権債務関係は，当該債権債務関係に関する法律の規定を適用

する。規定がない場合，本編通則の関係規定を適用する。但し，その性質に基づいて適

用することができない場合を除く。

第二章　契約の締結

第４６９条【契約の形式】

当事者は，契約を締結する場合，書面形式，口頭形式又はその他の形式を採用するこ

とができる。

２　書面形式とは，契約書，書簡，電報，テレックス，ファックス等その内容を有形で表

現することができる形式をいう。

３　電子データ交換，電子メール等の方式によりその内容を有形で表現することが可能で

あり，かつ随時に取り寄せ調査できる電子文書は，書面形式とみなす。

第４７０条【契約の内容】

契約の内容は，当事者が約定し，一般に次に掲げる条項を含む。
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（一）当事者の氏名又は名称及び住所

（二）目的

（三）数量

（四）品質

（五）代金又は報酬

（六）履行期限，履行地及び履行方式

（七）違約責任

（八）紛争解決方法

２　当事者は，各種契約のモデル文書を参照して契約を締結することができる。

第４７１条【契約締結の方式】

当事者は，契約を締結する場合，申込，承諾方式又はその他の方式を採用することが

できる。

第４７２条【契約の申込】

申込とは，他人との契約の締結を希望する意思表示をいい，当該意思表示は次に掲げ

る条件に適合しなければならない。

（一）内容が具体的に確定していること

（二）申込受領者が承諾した場合，申込者が直ちに当該意思表示に拘束される旨を表明

していること

第４７３条【申込の誘引】

申込の誘引とは，他人が申込の通知を自己に対して発することを希望する意思表示を

いう。競売公告，入札公告，株式目論見書，債券募集方法，基金目論見書，商業広告と

宣伝，価格表の送付等を申込の誘引とする。

２　商業広告と宣伝の内容が申込に関する条件に適合する場合，申込を構成する。

第４７４条【申込の発効時期】

申込の発効時期には，本法第１３７条の規定を適用する。

第４７５条【申込の撤回】

申込は撤回することができる。申込の撤回には，本法第１４１条の規定を適用する。

第４７６条【申込の取消と例外】

申込は取り消すことができる。但し，次のいずれかに該当する場合を除く。

（一）申込者が承諾期限を確定し，又はその他の形式により申込が取消すことができな

い旨を明示しているとき

（二）申込受領者に申込は取消すことができないものと認識する理由があり，かつ契約

履行のため既に合理的な準備作業を行っているとき

第４７７条【申込取消の要件】

申込の取消の意思表示を対話方式で行う場合，当該意思表示の内容は，申込受領者が

承諾するより前に申込受領者に知らせなければならない。申込の取消の意思表示を非対

話方式で行う場合，申込受領者が承諾するより前に申込受領者に到達しなければならな
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い。

第４７８条【申込の失効】

次のいずれかに該当する場合，申込は失効する。

（一）申込が拒絶されたとき

（二）申込が法に基づき取消されたとき

（三）承諾期限が満了し，申込受領者が承諾していないとき

（四）申込受領者が申込の内容に対して実質的変更を行ったとき

第４７９条【承諾】

承諾とは，申込受領者が申込に同意する旨の意思表示をいう。

第４８０条【承諾の方式】

承諾は通知方式により行わなければならない。但し，取引慣習に基づく場合，又は申

込が行為を通じて承諾とすることができる旨表明されている場合を除く。

第４８１条【承諾の到達時期】

承諾は，申込で確定された期限内に申込者に到達しなければならない。

２　申込で承諾期限が確定されていない場合，承諾は次に掲げる規定に従って到達しなけ

ればならない。

（一）申込を対話方式で行う場合，直ちに承諾をしなければならない。

（二）申込を非対話方式で行う場合，承諾は合理的期間内に到達しなければならない。

第４８２条【承諾期間の起算点】

申込を書簡又は電報で行う場合，承諾期間は，書簡に明記された日付又は電報が発信

された日から起算する。書簡に日付が明記されていない場合，当該書簡の投函にかかる

消印日から起算する。申込を電話，ファックス，電子メール等の高速通信方式により行

う場合，承諾期間は，申込が申込受領者に到達した時から起算する。

第４８３条【契約の成立時期】

承諾が発効した時に契約は成立する。但し，法律に別段の規定があり，又は当事者に

別段の約定がある場合を除く。

第４８４条【承諾の発効時期】

通知方式で承諾する場合，発効時期には本法第１３７条の規定を適用する。

２　承諾に通知が必要でない場合，取引慣習又は申込の要求に基づいて承諾としての行為

をした時に発効する。

第４８５条【承諾の撤回】　

承諾は撤回することができる。承諾の撤回には本法第１４１条の規定を適用する。

第４８６条【承諾期限後の承諾】

申込受領者が承諾期限を超えて承諾の通知を発し，又は承諾期間内に承諾の通知を発

したが，通常の状況では申込者に速やかに到達することができない場合，新たな申込と

する。但し，申込者が速やかに申込受領者に対して当該承諾が有効である旨を通知した

場合を除く。
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第４８７条【意外遅延の承諾】

申込受領者が承諾期間内に承諾の通知を発し，通常の状況では申込者に速やかに到達

することができたにもかかわらず，その他の原因により承諾が承諾期限を徒過して申込

者に到達した場合，申込者が申込受領者に対して承諾期限を徒過したことを理由に当該

承諾を受け入れない旨を速やかに通知した場合を除き，当該承諾を有効とする。

第４８８条【申込内容を実質的に変更した承諾】

承諾の内容は，申込の内容と一致しなければならない。申込受領者が申込の内容につ

いて実質的に変更した場合，新たな申込とする。契約の目的，数量，品質，代金又は報酬，

履行期限，履行地及び履行方式，違約責任及び紛争解決方法等に関する変更は，申込内

容に対する実質的変更である。

第４８９条【申込内容の非実質的変更をした承諾】

承諾で申込の内容に対して実質的でない変更をした場合，申込者が速やかに反対の意

思表示をし，又は申込において承諾で申込の内容に対していかなる変更もしてはならな

い旨表明している場合を除き，当該承諾は有効とし，契約の内容は，承諾の内容をその

基準とする。

第４９０条【書面形式による場合の契約成立】

当事者が契約書形式により契約を締結する場合，当事者が共に署名，捺印し，又は指

印を押した時に契約は成立する。署名，捺印し，又は指印を押す前に，当事者の一方が

既に主要な義務を履行し，相手方が受け入れたとき，当該契約は成立する。

２　法律，行政法規の規定又は当事者の約定により書面形式で契約を締結しなければなら

ないが，当事者は書面形式を採用しておらず，一方が既に主要な義務を履行し，相手方

が受け入れた場合，当該契約は成立する。

第４９１条【確認書の締結】

当事者が書簡，データ電文等の形式により締結する契約で確認書の締結が要求されて

いる場合，確認書を締結した時に契約が成立する。

２　当事者の一方がインターネット等の情報ネットワークを通じて公表した商品又はサー

ビス情報が申込の要件に適合する場合，相手方が当該商品又はサービスを選択し，かつ

注文書の提出に成功した時に契約が成立する。但し，当事者に別段の約定がある場合を

除く。

第４９２条【契約成立地】

承諾の発効した場所を契約成立地とする。

２　データ電文形式により契約を締結する場合，受取人の主たる営業地を契約成立地とす

る。主たる営業地がない場合，その住所地を契約成立地とする。当事者に別段の約定が

ある場合，その約定に従う。

第４９３条【契約書による場合の契約成立地】

当事者が契約書形式により契約を締結する場合，当事者が最後に署名，捺印し又は指

印を押した場所を契約成立地とする。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。
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第４９４条【強制締約義務】

国家が被災者救済，感染予防・抑制又はその他の必要に基づいて発注任務又は指令的

任務を命じた場合，関係する民事主体の間で関係する法律，行政法規の規定する権利及

び義務に従って契約を締結しなければならない。

２　法律，行政法規の規定に従って申込を発出する義務を負う当事者は，速やかに合理的

な申込を発出しなければならない。

３　法律，行政法規の規定に従って承諾義務を負う当事者は，相手方の合理的な契約締結

の要求を拒絶してはならない。

第４９５条【予約契約】

当事者が将来の一定期限内に契約を締結する旨を約定した引受書，注文書，予約書等は，

予約契約を構成する。

２　当事者の一方が予約契約で約定した契約締結義務を履行しない場合，相手方は予約契

約の違約責任の負担を請求することができる。

第４９６条【格式条款】

格式条款 3 は，当事者が重複して使用するために事前に制定し，かつ契約締結時に相手

方と協議していない条項である。

２　格式条款を用いて契約を締結する場合，格式条款を提供する側は，公平原則に従って

当事者間における権利及び義務を確定し，かつその責任を免除又は軽減する等相手方に

重大な利害関係のある条項について，合理的方式を講じて相手方に提示して注意喚起し，

相手方の要求に応じて当該条項を説明しなければならない。格式条款を提供する側が提

示又は説明の義務を履行せず，そのために相手方が重大な利害関係のある条項に対して

注意していない又はそれを理解していない場合は，相手方は当該条項が契約内容を構成

しないことを主張することができる。 

第４９７条【格式条款の無効事由】

次のいずれかに該当する場合，当該格式条款は無効とする。

（一）本法第一編第六章第三節及び本法第５０６条の規定する無効事由を具えるとき

（二）格式条款を提供する一方の責任を不合理に免除又は軽減し，相手方の責任を加重

し，相手方の主要な権利を制限するとき

（三）格式条款を提供する一方が相手方の主要な権利を排除するとき

第４９８条【格式条款の解釈】

格式条款に対する理解について紛争が発生した場合，通常の理解に従って解釈しなけ

ればならない。格式条款に対して二種以上の解釈がある場合，格式条款を提供する一方

に不利な解釈をしなければならない。格式条款と非格式条款が一致しない場合，非格式

条款を採用しなければならない。

3　 格式条項は，定型条項，定型約款，様式条項，標準様式条項，約款等と訳されている。
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第４９９条【懸賞広告】

懸賞者が公開方式により特定の行為を完成した者に対して報酬を支払うことを声明し

た場合，当該行為を完成した者はその支払いを請求することができる。

第５００条【契約締結上の過失責任】

当事者は契約の締結過程において次のいずれかに該当し，相手方に損害を与えた場合，

賠償責任を負わなければならない。

（一）契約締結の名目を利用して，悪意をもって協議を進めたとき

（二）契約締結に関する重要事実を故意に隠蔽し，又は虚偽の状況を提供したとき

（三）その他誠実信用原則に違反する行為があったとき

第５０１条【契約締結過程における当事者の守秘義務】

当事者は契約の締結過程において知り得た営業秘密又はその他秘密を保持すべき情報

について，契約成立の有無にかかわらず，漏えい又は不正に使用してはならない。当該

営業秘密又は情報を漏えい，不正に使用して，相手方に損害を与えた場合，賠償責任を

負わなければならない。

第三章　契約の効力

第５０２条【契約の発効時期】

法に基づき成立した契約は，成立した時から発効する。但し，法律に別段の規定があり，

又は当事者に別段の約定がある場合を除く。

２　法律，行政法規の規定により契約が認可等の手続を行うべき場合，その規定に従う。

認可等の手続を行わなければ当該契約の発効に影響する場合，契約における提出承認等

の義務に関する条項及び関連条項の効力には影響しない。認可申請等の手続を行うべき

当事者が義務を履行しない場合，相手方は当該義務に違反した責任の負担を請求するこ

とができる。

３　法律，行政法規の規定により契約の変更，譲渡，解除等の状況として認可等の手続を

行わなければならない場合，前項の規定を適用する。

第５０３条【黙示方式による無権代理の追認】

無権代理人が被代理人名義によって契約を締結し，被代理人が既に契約義務の履行を

開始し，又は相手方の履行を受け入れた場合，契約に対する追認とみなす。

第５０４条【法人代表者等の権限を超えた契約締結】

法人の法定代表者又は非法人組織の責任者が権限を超えて締結した契約は，相手方が

その権限の踰越を知り又は知り得べき場合を除き，当該代表行為は有効であり，締結し

た契約は法人又は非法人組織に対して効力を生じる。

第５０５条【経営範囲を超えた契約締結】

当事者が経営範囲を超えて締結した契約の効力は，本法第一編第六章第三節及び本編

の関係規定に従って確定しなければならず，経営範囲を超えたことのみにより契約の無

効を確認してはならない。
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第５０６条【無効な免責条項】

契約中の次に掲げる免責条項は無効とする。

（一）相手方に人身損害を与えたとき

（二）故意又は重過失により相手方に財産上の損害を与えたとき

第５０７条【紛争解決条項の独立性】

契約の不発効，無効，取消又は終了の場合，契約中の紛争解決方法に関する条項の効

力に影響しない。

第５０８条【契約効力規定の適用】

本編に契約の効力に対する規定がない場合，本法第一編第六章の関係規定を適用する。 

第四章　契約の履行

第５０９条【契約履行の原則】

当事者は，約定に従って自己の義務を全面的に履行しなければならない。

２　当事者は，誠実信用原則に従い，契約の性質，目的及び取引慣習に基づいて通知，協力，

秘密保持等の義務を履行しなければならない。

３　当事者は契約の履行過程において資源の浪費，環境汚染及び生態破壊を回避しなけれ

ばならない。 

第５１０条【約定不明な場合の処理】

契約が発効した後，当事者に品質，代金又は報酬，履行地等の内容に関する約定がな

い又は約定が不明確である場合，協議により補充することができる。補充協議が調わな

い場合，契約の関連条項又は取引慣習に従って確定する。

第５１１条【品質，代金，履行地等の内容確定】

当事者の契約内容に関する約定が不明確であり，前条の規定によってもなお確定でき

ない場合，次に掲げる規定を適用する。

（一）品質要求が不明確な場合，強制国家基準に従って履行する。強制国家基準がない

場合，推奨国家基準に従って履行する。推奨国家基準がない場合，業界基準に従っ

て履行する。国家基準，業界基準がない場合，通常の基準又は契約の目的に適合す

る特定基準に従って履行する。

（二）代金又は報酬が不明確な場合，契約締結時の履行地の市場価格に従って履行する。

法に基づき政府指定価格又は政府指導価格を執行すべき場合，規定に従って履行す

る。

（三）履行地が不明確な場合，貨幣の給付は，貨幣を受ける一方の所在地で履行する。

不動産の引渡しは，不動産の所在地で履行する。その他の目的物は，義務を履行す

る一方の所在地で履行する。

（四）履行期限が不明確な場合，債務者はいつでも履行することができ，債権者もいつ

でも履行を請求することができる。但し，相手方に必要な準備時間を与えなければ

ならない。
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（五）履行方式が不明確な場合，契約目的の実現に有益な方式に従って履行する。

（六）履行費用の負担が不明確な場合，義務を履行する一方が負担する。債権者の原因

により増加した履行費用は，債権者が負担する。

第５１２条【電子契約における商品引渡等の方式・時期】

インターネット等の情報ネットワークを通じて成立した電子契約の目的が商品の引渡

であり，かつ引渡に宅配物流方式が採用されている場合，受取人の受領署名の時期を引

渡し時期とする。電子契約の目的がサービスの提供である場合，作成された電子証書又

は現物証書に明記された時期をサービスの提供時期とする。前述の証書に時期が明記さ

れておらず又は明記された時期が実際のサービスの提供時期と一致しない場合，実際の

サービスの提供時期を基準とする。

２　電子契約の目的物がオンライン伝送方式による引渡である場合，契約の目的物を相手

方が指定した特定システムに入り，検索，識別することができる時期を引渡し時期とする。

３　電子契約の当事者に引渡方式，引渡時期に関する別段の約定がある場合，その約定に

従う。

第５１３条【政府による価格調整と契約価格の確定】

政府指定価格又は政府指導価格を執行する場合に，契約で約定した引渡期限内に政府

価格の調整が行われたときは，引渡時の価格に従って価格を計算する。期限を徒過して

目的物を引き渡した場合，価格が上昇したときは原価格で執行し，価格が下落したとき

は新価格で執行する。期限を徒過して目的物を受領し，又は支払いを行った場合に，価

格が上昇したときは新価格で執行し，価格が下落したときは原価格で執行する。

第５１４条【金銭債務の履行】

金銭支払いを内容とする債務は，法律に別段の規定があり又は当事者に別段の約定が

ある場合を除き，債権者は，実際の履行地の法定貨幣による履行を債務者に請求するこ

とができる。

第５１５条【選択債務と選択権帰属】

目的は複数存在するが債務者はそのうちの一つだけを履行する必要がある場合，債務

者が選択権を有する。但し，法律に別段の規定があり，当事者に別段の約定があり又は

別段の取引慣習がある場合を除く。

２　選択権を有する当事者が約定した期限内に又は履行期限が満了しても選択せず，催告

を受けた後の合理的期間内になお選択しない場合，選択権は相手方に移転する。

第５１６条【選択権の行使】

当事者は，選択権を行使する場合，速やかに相手方に通知しなければならず，通知が

相手方に到達したとき，目的が確定する。目的の確定後に変更してはならない。但し，

相手方の同意を得た場合を除く。

２　選択することができる目的のいずれかに履行不能の状況が発生した場合，選択権を有

する当事者は履行不能となった目的を選択してはならない。但し，当該履行不能となっ

た状況が相手方により生じた場合を除く。
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第５１７条【分割債権，分割債務】

債権者が二名以上で，目的を分割することができ，持分に従って各自が債権を有する

場合，分割債権［按份债权］とする。債務者が二名以上で，目的を分割することができ，

持分に従って各自が債務を負担する場合，分割債務［按份债务］とする。

２　分割債権者又は分割債務者の持分を確定することが困難である場合，持分が同じであ

るものとみなす。

第５１８条【連帯債権，連帯債務】

債権者が二名以上で，一部又は全部の債権者が債務の履行を債務者に求めることがで

きる場合，連帯債権とする。債務者が二名以上で，債権者が債務の履行を一部又は全部

の債務者に求めることができる場合，連帯債務とする。

２　連帯債権又は連帯債務は，法律で規定し又は当事者の約定による。

第５１９条【連帯債務者の負担分確定と求償】

連帯債務者の間の負担分を確定することが困難である場合，負担分が同じであるもの

とみなす。

２　実際に負担した債務が自己の負担分を超えた連帯債務者は，超えた部分についてその

他の連帯債務者に対してその履行していない負担分の範囲内で求償権を有し，かつそれ

に相応する債権者の権利を有する。但し，債権者の利益を害してはならない。その他の

連帯債務者は，債権者に対する抗弁を当該債務者に対して主張することができる。

３　求償された連帯債務者がその負うべき負担分の範囲内で履行が不能である場合，その

他の連帯債務者は相応する範囲内で按分比例して分担しなければならない。

第５２０条【連帯債務の対外的効力】

一部の連帯債務者が債務を履行，相殺し，又は目的物を供託した場合，その他の債務

者の債権者に対する債務は，相応する範囲内で消滅する。当該債務者は，前条の規定に従っ

てその他の債務者に求償することができる。

２　一部の連帯債務者の債務が債権者により免除された場合，当該連帯債務者の負うべき

負担分の範囲内で，その他の債務者の債権者に対する債務は消滅する。

３　一部の連帯債務者の債務と債権者の債権が同一人に帰属する場合，当該債務者が負う

べき負担分を控除した後，債権者のその他の債務者に対する債権は引き続き存在する。

４　債権者が一部の連帯債務者の給付を受領遅滞した場合，その他の連帯債務者に対して

効力を生じる。

第５２１条【連帯債権の内外部関係】

連帯債権者の間において持分を確定することが困難な場合，持分が同じであるものと

みなす。

２　実際に債権を受領した連帯債権者は，按分比例によりその他の連帯債権者に返還しな

ければならない。

３　連帯債権には本章の連帯債務の関係規定を参照適用する。
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第５２２条【第三者のためにする契約と違約責任】

当事者の約定により債務者が第三者に債務を履行する場合に，債務者が第三者に債務

を履行せず，又は債務の履行が約定に適合しないときは，債権者に対して違約責任を負

わなければならない。

２　法律の規定又は当事者の約定により第三者が直接債務の履行を債務者に請求すること

ができる場合に，第三者が合理的期間内に明確に拒絶しておらず，債務者が第三者に債

務を履行せず又は債務の履行が約定に適合しないときは，第三者は，違約責任の負担を

債務者に請求することができる。債務者は，その債権者に対する抗弁を第三者に対して

主張することができる。

第５２３条【第三者による債務履行と違約責任】

当事者において，第三者が債権者に債務を履行する旨を約定した場合，第三者が債務

を履行せず又は債務の履行が約定に適合しないときは，債務者は債権者に対して違約責

任を負わなければならない。

第５２４条【第三者による債務履行と効果】

債務者が債務を履行せず，第三者が当該債務について合法的利益を有する場合，第三

者は債権者に対して代わりに履行する権利を有する。但し，債務の性質，当事者の約定

又は法律の規定に基づき，債務者だけが履行できる場合を除く。

２　債権者が第三者の履行を受けた後，その債務者に対する債権は第三者に譲渡される。

但し，債務者と第三者との間に別段の約定がある場合を除く。

第５２５条【同時履行の抗弁権】

当事者が相互に債務を負い，履行順序に先後のない場合，同時に履行しなければなら

ない。当事者の一方は，相手方が履行するまでは，その履行請求を拒絶する権利を有する。

当事者の一方は，相手方による債務の履行が約定に適合しないとき，それに相応する履

行請求を拒絶する権利を有する。

第５２６条【契約の異時履行】

当事者が相互に債務を負い，履行順序に先後のある場合，先に債務を履行すべき一方

当事者が履行するまでは，後に履行する当事者は，その履行請求を拒絶する権利を有する。

先に履行すべき一方当事者の債務履行が約定に適合しないとき，後に履行する当事者は，

それに相応する履行請求を拒絶する権利を有する。

第５２７条【不安の抗弁権】

先に債務を履行すべき当事者は，相手方が次のいずれかに該当することを証明する確

実な証拠がある場合，履行を中止することができる。

（一）経営状況が著しく悪化したとき

（二）財産を移転し，資金を引き出し，隠匿し，もって債務を逃れようとしているとき

（三）商業上の信用を喪失したとき

（四）債務の履行能力を喪失し又は喪失するおそれのあるその他の状況があるとき

２　当事者が確実な証拠もなく履行を中止した場合，違約責任を負わなければならない。
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第５２８条【不安の抗弁権の効力】

当事者は，前条の規定に従って履行を中止した場合，速やかに相手方に通知しなけれ

ばならない。相手方が適当な担保を提供した場合は，履行を再開しなければならない。

履行を中止した後，相手方が合理的期間内に履行能力を回復せず，かつ適当な担保を提

供しない場合には，自己の行為をもって主要な債務の不履行を表明したものとみなし，

履行を中止した一方は契約を解除し，かつ相手方に違約責任の負担を請求することがで

きる。

第５２９条【債権者の原因により債務履行が困難となった場合】

債権者が分割，合併し又は住所を変更したが債務者に通知せず，これにより債務の履

行に困難が生じた場合，債務者は，履行を中止し又は目的物を供託することができる。

第５３０条【債務の期限前履行】

債権者は，債務者による債務の期限前履行を拒絶することができる。但し，期限前履

行が債権者の利益を害さない場合を除く。

２　債務者が債務を期限前に履行したことにより債権者に増加した費用は，債務者が負担

する。

第５３１条【債務の一部履行】

債権者は，債務者による債務の一部履行を拒絶することができる。但し，一部履行が

債権者の利益を害さない場合を除く。

２　債務者が債務を一部履行したことにより債権者に増加した費用は，債務者が負担する。

第５３２条【契約発効後における当事者の消極的義務】

契約が発効した後，当事者は，氏名，名称の変更又は法定代表者，責任者，担当者の

変動に起因して契約義務の不履行を生じさせてはならない。

第５３３条【契約成立後の事情変更】

契約成立後，契約の基礎条件に , 当事者が契約締結時に予見不可能であった，商業上の

リスクに属しない重大な変化が生じ，契約の履行継続が当事者の一方にとって明らかに

不公平となる場合，不利な影響を受ける当事者は，相手方との再協議を求めることがで

きる。合理的期間内に協議が調わない場合には，当事者は人民法院又は仲裁機関に対して，

契約の変更又は解除を請求することができる。

２　人民法院又は仲裁機関は，事件の実際の状況を踏まえて，公平原則に基づき契約を変

更又は解除しなければならない。

第５３４条【契約の監督処理】

当事者が契約を利用して国家利益，社会公共利益を害する行為を行う場合 , これに対し

て市場監督管理及びその他関係行政主管部門が法律，行政法規の規定に従って監督，処

理の責任を負う。
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第五章　契約の保全

第５３５条【債権者代位権】

債務者がその債権又は当該債権と関係のある従たる権利の行使を怠ったことにより，

債権者による期限到来債権の実現に影響する場合，債権者は，自己名義により債務者の

相手方に対する権利の代位行使を人民法院に請求することができる。但し，当該権利が

債務者自身に専属する場合を除く。

２　代位権の行使範囲は，債権者の期限到来債権を限度とする。債権者が代位権を行使す

るための必要費用は，債務者が負担する。

３　相手方は，債務者に対する抗弁を債権者に対して主張することができる。

第５３６条【期限到来前の保存行為】

債権者の債権の履行期が到来する前に，債務者の債権又は当該債権と関係のある従た

る権利が，訴訟時効期間が間もなく満了し又は破産債権を速やかに届け出ない等の状況

により，債権者の債権実現に影響する場合，債権者は，代位して債務者の相手方に履行

を請求し，破産管財人に届出又はその他必要な行為をすることができる。

第５３７条【代位権行使の効果】

人民法院が代位権の成立を認定した場合，債務者の相手方が債権者に対して義務を履

行し，債権者が履行を受けた後，債権者と債務者，債務者とその相手方の間の相応する

権利義務関係は消滅する。債務者の相手方に対する債権又は当該債権と関係のある従た

る権利について保全，執行の措置が講じられ，又は債務者が破産した場合は，関連する

法律の規定に従って処理する。

第５３８条【無償行為の詐害行為取消】

債務者がその債権を放棄し，債権の担保を放棄し，財産を無償譲渡する等の方式によ

り財産権益を無償で処分し，又はその期限到来債権の履行期限を悪意で延長し，債権者

による債権実現に影響する場合，債権者は，人民法院に対して債務者の行為の取消を請

求することができる。

第５３９条【有償行為の詐害行為取消】

債務者が明らかに不合理な低価格で財産を譲渡し，明らかに不合理な高価格で他人の

財産を譲り受け，又は他人の債務のために担保を提供し，債権者による債権実現に影響し，

当該状況について債務者の相手方が知り又は知り得べき場合，債権者は，人民法院に対

して債務者の行為の取消を請求することができる。

第５４０条【詐害行為取消権の行使範囲】

取消権の行使範囲は，債権者の債権を限度とする。債権者が取消権を行使するための

必要費用は，債務者が負担する。

第５４１条【詐害行為取消権の行使期間】

取消権は，債権者が取消事由を知り又は知り得べき日から１年以内に行使する。債務

者の行為発生の日から５年以内に取消権を行使しない場合，当該取消権は消滅する。
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第５４２条【詐害行為取消の効果】

債権者の債権実現行為に影響する債務者の行為が取り消された場合，始めから法的拘

束力を有しない。

第六章　契約の変更及び譲渡

第５４３条【契約の変更】

当事者が協議し合意した場合，契約を変更することができる。

第５４４条【契約未変更の推定】

契約変更の内容に関する当事者の約定が不明確である場合，変更していないものと推

定する。

第５４５条【債権譲渡】

債権者は，債権の全部又は一部を第三者に譲渡することができる。但し，次のいずれ

かに該当する場合を除く。

（一）債権の性質に基づき譲渡できないとき

（二）当事者の約定により譲渡できないとき

（三）法律の規定により譲渡できないとき

２　当事者が約定により非金銭債権の譲渡を禁止した場合，善意の第三者に対抗すること

ができない。当事者が約定により金銭債権の譲渡を禁止した場合，第三者に対抗するこ

とができない。

第５４６条【債権譲渡の通知】

債権者は，債権を譲渡し，債務者に通知していない場合，当該譲渡は債務者に対して

効力を生じない。

２　債権譲渡の通知は取り消すことができない。但し，譲受人の同意を得た場合を除く。

第５４７条【譲渡債権の従たる権利】

債権者が債権を譲渡する場合，譲受人は，債権に関係する従たる権利を取得する。但し，

当該従たる権利が債権者自身に専属する場合を除く。

２　譲受人による従たる権利の取得は，当該従たる権利の移転登記手続がなされず，又は

占有が移転されないことによる影響を受けない。

第５４８条【債務者の抗弁権】

債務者は，債権譲渡通知を受領した後，譲渡人に対する抗弁を譲受人に対して主張す

ることができる。

第５４９条【債務者の相殺権】

次に掲げる状況がある場合，債務者は譲受人に対して相殺を主張できる。

（一）債務者が債権譲渡通知を受領したときに，債務者が譲渡人に対して債権を有し，

かつ債務者の債権が譲渡債権よりも先に又は同時に期限が到来するとき

（二）債務者の債権と譲渡債権が同一の契約から発生しているとき
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第５５０条【増加費用の負担】

債権譲渡により増加した履行費用は，譲渡人が負担する。

第５５１条【債務の移転・免責的債務引受】

債務者は，債務の全部又は一部を第三者に移転する場合，債権者の同意を得なければ

ならない。

２　債務者又は第三者は，債権者に対して合理的期間内の同意を催告することができ，債

権者が意思表示を行わない場合，不同意とみなす。

第５５２条【債務者の加入・併存的債務引受】

第三者が債務者との間で債務者として加入する旨を約定して債権者に通知し，又は第

三者が債務者として加入する意思を債権者に表示し，債権者が合理的期間内に明確に拒

絶してない場合，債権者は，第三者がその債務負担意思がある範囲内で債務者と連帯債

務を負うことを請求できる。

第５５３条【債務移転による新債務者の抗弁】

債務者が債務を移転する場合，新債務者は，原債務者の債権者に対する抗弁を主張す

ることができる。原債務者が債権者に対して債権を有する場合，新債務者は，債権者に

相殺を主張することができない。

第５５４条【債務移転と従たる債務】

債務者が債務を移転する場合，新債務者は，主たる債務に関係する従たる債務を負わ

なければならない。但し，当該従たる債務が原債務者自身に専属する場合を除く。

第５５５条【契約上の権利義務の一括譲渡】

当事者の一方は，相手方の同意を得て，契約における自己の権利及び義務を一括して

第三者に譲渡することができる。

第５５６条【契約上の権利義務一括譲渡の法律適用】

契約上の権利及び義務を一括して譲渡する場合，債権譲渡，債務移転の関係規定を適

用する。

第七章　契約上の権利義務の終了

第５５７条【債権債務の終了事由】

次のいずれかに該当する場合，債権債務は終了する。

（一）債務が既に履行されたとき

（二）債務が相互に相殺されたとき

（三）債務者が法に基づき目的物を供託したとき

（四）債権者が債務を免除したとき

（五）債権債務が同一人に帰属したとき

（六）法律が規定し，又は当事者が約定したその他の終了事由

２　契約を解除した場合，当該契約の権利義務関係は終了する。
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第５５８条【債権債務終了後の義務】

債権債務が終了した後においても，当事者は，誠実信用等の原則に従い，取引慣習に

基づいて通知，協力，秘密保持，不用物回収等の義務を履行しなければならない。

第５５９条【従たる権利の消滅】

債権債務が終了したとき債権の従たる権利も同時に消滅する。但し，法律に別段の規

定又は当事者に別段の約定がある場合を除く。

第５６０条【複数債務の弁済充当順序】

債務者が同一債権者に対して負う複数の債務の種類が同じであり，債務者の給付が全

ての債務を弁済するのに不足する場合，当事者に別段の約定がある場合を除き，債務者

が弁済するときにその履行する債務を指定する。

２　債務者が指定しない場合，既に履行期が到来した債務を優先して履行しなければなら

ない。複数債務の履行期がいずれも到来した場合，債権者に対する担保がない又は担保

が最も少ない債務を優先して履行する。全てが無担保又は担保が同じである場合，債務

者の負担が重い方の債務を優先して履行する。負担が同じである場合，債務の履行期が

到来する順序の先後に従って履行する。履行期の到来が同じである場合，債務の比率に

従って履行する。

第５６１条【費用，利息，主たる債務の弁済充当】

債務者は，主たる債務を履行するほか，さらに利息及び債権の実現に関係する費用を

支払わなければならず，その給付が全ての債務を弁済するのに不足する場合，当事者に

別段の約定がある場合を除き，次に掲げる順序に従って履行しなければならない。

（一）債権の実現に関係する費用

（二）利息

（三）主たる債務

第５６２条【合意解除，約定解除事由】

当事者が協議し合意した場合，契約を解除することができる。

２　当事者は，一方の契約解除事由を約定することができる。契約の解除事由が発生した

場合は，解除権者は契約を解除することができる。

第５６３条【法定解除事由】

次のいずれかに該当する場合，当事者は契約を解除することができる。

（一）不可抗力により契約の目的が実現不能となったとき

（二）履行期限が満了する前に，当事者の一方が主要な債務を履行しない旨を明確に表

示し，又は自己の行為をもって表明したとき

（三）当事者の一方が主要な債務の履行を遅滞し，催告を受けた後も合理的期間内に履

行しないとき

（四）当事者の一方が債務の履行を遅延し，又はその他の違約行為があり，契約の目的

が実現不能となったとき

（五）法律が規定するその他の事由
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２　継続的に履行する債務を内容とする期間の定めのない契約について，当事者はいつで

も契約を解除することができる。但し，合理的期間前に相手方に通知しなければならない。

第５６４条【解除権の行使期限】

解除権の行使期限を法律が規定し又は当事者が約定している場合，期限が満了しても

当事者が行使しないとき，当該権利は消滅する。

２　解除権の行使期限を法律が規定しておらず，又は当事者が約定していない場合，解除

権者が解除事由を知り又は知り得べき日から１年以内に行使しないとき，又は相手方が

催告した後も合理的期間内に行使しないとき，当該権利は消滅する。

第５６５条【解除権行使】

当事者の一方は，法に基づき契約解除を主張する場合，相手方に通知しなければなら

ない。通知が相手方に到達したときに契約は解除される。通知に債務者が一定期限内に

債務を履行しなければ契約が自動的に解除される旨が明記され，債務者が当該期限内に

債務を履行しない場合，通知に明記された期限が満了したときに契約は解除される。相

手方が契約解除に対して異議のある場合，いずれの一方当事者も解除行為の効力確認を

人民法院又は仲裁機構に請求することができる。

２　当事者の一方が相手方に通知せず，直接に訴訟又は仲裁方式により法に基づき契約解

除を主張し，人民法院又は仲裁機構が当該主張を確認した場合，契約は，訴状副本又は

仲裁申立書副本が相手方に送達されたときに解除される。

第５６６条【契約解除の効果】

契約を解除した後，未履行の場合は履行を中止し，既に履行している場合には，履行

状況及び契約の性質に基づいて，当事者は，原状回復又はその他救済措置を講じるよう

請求することができ，かつ損害賠償を請求する権利を有する。

２　契約が違約により解除された場合，解除権者は，違約責任の負担を違約した一方に請

求することができる。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

３　主たる契約を解除した後も，担保提供者は，債務者が負うべき民事責任に対してなお

担保責任を負わなければならない。但し，担保契約に別段の約定がある場合を除く。

第５６７条【契約の終了と決済・清算条項の効力】

契約の権利義務関係の終了は，契約中の決済及び清算条項の効力に影響しない。

第５６８条【法定相殺】

当事者が相互に債務を負い，当該債務の目的物の種類，品質が同一である場合，いず

れの一方も自己の債務と相手方の期限の到来した債務を相殺することができる。但し，

債務の性質，当事者の約定又は法律の規定により相殺することが許されない場合を除く。

２　当事者が相殺を主張する場合，相手方に通知しなければならない。通知は相手方に到

達したときから発効する。相殺には条件又は期限を付すことができない。

第５６９条【合意相殺】

当事者が相互に債務を負うが目的物の種類，品質が同一でない場合，協議による合意

を経て相殺することもできる。
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第５７０条【供託】

次のいずれかに該当し，債務の履行が困難である場合，債務者は，目的物を供託する

ことができる。

（一）債権者が正当な理由なく受領を拒絶したとき

（二）債権者が行方不明であるとき

（三）債権者が死亡したが相続人，遺産管理人が確定せず，又は民事行為能力を喪失し

たが後見人が確定していないとき

（四）法律が規定するその他の事由

２　目的物が供託に適さず，又は供託費用が過度に高い場合，債務者は，法に基づき目的

物を強制競売又は強制換価し，得た代金を供託することができる。

第５７１条【供託の成立】

債務者が目的物又は法に基づく目的物の強制競売，強制換価により得た代金を供託部

門に引き渡したとき，供託は成立する。

２　供託が成立した場合は，債務者がその供託の範囲内で目的物を既に引き渡したものと

みなす。

第５７２条【供託通知】

目的物を供託した後，債務者は，速やかに債権者又は債権者の相続人，遺産管理人，

後見人，財産管理人に通知しなければならない。

第５７３条【供託期間の危険，果実，供託費用】

目的物を供託した後，毀損，滅失の危険は債権者が負う。供託期間における目的物の

果実は，債権者の所有とする。供託費用は債権者が負担する。

第５７４条【供託物の受け取りと取り戻し】

債権者は，供託物を随時受け取ることができる。但し，債権者が債務者に対して期限

の到来した債務を負う場合，債権者が債務を履行又は担保を提供する前においては，供

託部門は，債務者の求めに基づき，債権者による供託物の受け取りを拒絶しなければな

らない。

２　債権者が供託物を受け取る権利は，供託日から５年以内に行使されない場合，消滅し，

供託物は，供託費用を控除した後に国家所有となる。但し，債権者が債務者に対する期

限到来債務を履行せず，又は債権者が供託部門に対して供託物を受け取る権利の放棄を

書面で表示した場合，債務者は，供託費用を負担した後に供託物を取り戻す権利を有する。

第５７５条【債務免除】

債権者が債務者の一部又は全部の債務を免除した場合，債権債務の一部又は全部が終

了する。但し，債務者が合理的期間内に拒絶した場合を除く。

第５７６条【債権債務の混同】

債権及び債務が同一人に帰属する場合，債権債務が終了する。但し，第三者の利益を

害する場合を除く。
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第八章　違約責任

第５７７条【違約責任の基本規則】

当事者の一方が契約義務を履行せず，又は契約義務の履行が約定に適合しない場合，

履行の継続，救済措置の実施又は損害賠償等の違約責任を負わなければならない。

第５７８条【予期違約責任】

当事者の一方が契約上の義務を履行しない旨を明確に表示し，又は自己の行為をもっ

て表明した場合，相手方は履行期限の到来前においても違約責任の負担を請求すること

ができる。

第５７９条【金銭債務の履行請求】

当事者の一方が代金，報酬，賃料，利息を支払わず，又はその他の金銭債務を履行し

ない場合，相手方はその支払いを請求することができる。

第５８０条【非金銭債務の違約責任】

当事者の一方が非金銭債務を履行せず，又は非金銭債務の履行が約定に適合しない場

合，相手方は履行を請求することができる。但し，次のいずれかに該当する場合を除く。

（一）法律上又は事実上，履行不能であるとき

（二）債務の目的が強制履行に適さず，又は履行費用が過度に高額なとき

（三）債権者が合理的期間内に履行請求しなかったとき

２　前項の規定する除外事由があり，契約目的が実現不能となった場合，人民法院又は仲

裁機構は，当事者の請求を根拠として契約上の権利義務関係を終了させることができる。

但し , 違約責任の負担には影響しない。

第５８１条【代替履行】

当事者の一方が債務を履行せず，又は債務の履行が約定に適合せず，債務の性質に基

づいて強制履行すべきでない場合，相手方は第三者が代替履行する費用の負担をその当

事者に請求することができる。

第５８２条【瑕疵履行の違約責任】

履行が約定に適合しない場合，当事者の約定に従って違約責任を負わなければならな

い。違約責任に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によっ

てもなお確定できない場合，損害を受けた一方は，目的の性質及び損害の大小に基づいて，

修理，再製作，交換，返品，代金又は報酬の減額等の違約責任を合理的に選択し，相手

方に負担を請求することができる。

第５８３条【義務履行・救済措置後の残余損害の賠償】

当事者の一方が契約義務を履行せず，又は契約義務の履行が約定に適合しない場合，

義務を履行し又は救済措置を講じた後，相手方にさらにその他の損害があるときは，損

害を賠償しなければならない。

第５８４条【法定の違約損害賠償】

当事者の一方が契約義務を履行せず，又は契約義務の履行が約定に適合せず，相手方

に損害を与えた場合，損害賠償額は違約によって発生した損害に相当しなければならず，
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契約履行後の逸失利益を含むものとする。但し，違約した当事者が契約締結時に予見し

又は予見し得べきであった違約により発生し得る損害を超えてはならない。

第５８５条【違約金の約定】

当事者は，一方が違約した場合に違約状況に基づいて相手方に対して一定金額の違約

金を支払う旨を約定することができ，違約により発生した損害賠償額の計算方法を約定

することもできる。

２　約定した違約金が発生した損害よりも低い場合，人民法院又は仲裁機構は，当事者の

請求に基づいて増額することができる。約定した違約金が発生した損害より過度に高い

場合，人民法院又は仲裁機構は，当事者の請求に基づいて適当な減額をすることができる。

３　当事者が履行遅延した場合の違約金について約定した場合，違約当事者は違約金を支

払った後も，さらに債務を履行しなければならない。

第５８６条【手付金】

当事者は，一方が相手方に債権の担保として手付金を支払う旨を約定することができ

る。手付金契約は，実際に手付金を交付したときに成立する。

２　手付金の金額は，当事者が約定する。但し，主たる契約の目的額の百分の二十を超え

てはならず，超えた部分は手付金の効力を生じない。実際に支払われた手付金の金額が

約定した金額より多い，又は少ない場合，約定した手付金の金額を変更したものとみなす。

第５８７条【違約手付金の効力】

債務者が債務を履行した場合，手付金を代金に充当し，又は回収しなければならない。

手付金を交付した一方が，約定した債務を履行しない，又は履行が約定に適合せず，契

約目的の実現が不能となった場合，手付金の返還を請求する権利を有しない。手付金を

収受した一方が，約定した債務を履行しない , 又は履行が約定に適合せず , 契約目的の実

現が不能となった場合，手付金の２倍の金額を返還しなければならない。

第５８８条【手付金，違約金，法定損害賠償の適用関係】

当事者が既に違約金を約定し，同時に手付金についても約定している場合，当事者の

一方が違約したときは，相手方は，違約金又は手付金に関する条項を選択して適用する

ことができる。

２　手付金が一方の違約により発生した損害を填補するのに不足する場合，相手方は手付

金の金額を超過した損害の賠償を請求することができる。

第５８９条【債権者の受領拒絶】

債務者が約定に従って債務を履行した場合に，債権者が正当な理由なく受領を拒絶し

たときは，債務者は増加した費用の賠償を債権者に請求することができる。

２　債権者の受領遅延期間において，債務者は利息を支払う必要がない。

第５９０条【不可抗力による契約の履行不能】

当事者の一方が不可抗力により契約の履行が不能になった場合，不可抗力の影響に基

づいて一部又は全部の責任を免除する。但し，法律に別段の規定がある場合を除く。不

可抗力により契約が履行不能になった場合，速やかに相手方に通知し，相手方に与える
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おそれがある損害を軽減しなければならず，かつ合理的期間内に証明を提供しなければ

ならない。

２　当事者の履行遅延後に不可抗力が発生した場合，その違約責任は免除されない。

第５９１条【損害拡大防止義務】

当事者の一方が違約した後に，相手方は，適切な措置を講じて損害拡大を防止しなけ

ればならない。適切な措置を講じず損害を拡大させた場合，拡大した損害について賠償

を請求することはできない。

２　当事者が損害の拡大を防止するために支出した合理的費用は，違約当事者が負担する。

第５９２条【当事者双方の違約】

当事者がいずれも契約に違反した場合，各自が相応する責任を負わなければならない。

２　当事者の一方の違約が相手方に損害を与え，損害の発生について相手方に過失がある

場合，相応する損害賠償額を減額することができる。

第５９３条【第三者の原因による違約】

当事者の一方は，第三者の原因によって違約した場合も，法に基づき相手方に対して

違約責任を負わなければならない。当事者の一方と第三者の間の紛争は，法律の規定又

は約定に従って処理する。

第５９４条【国際物品売買契約，技術輸出入契約に係る紛争の時効期間】

国際物品売買契約及び技術輸出入契約に係る紛争により訴訟を提起し，又は仲裁を申

し立てる時効期間は４年とする。

第二分編　典型契約

第九章　売買契約

第５９５条【売買契約の定義】

売買契約とは，売主が目的物の所有権を買主に移転し，買主が代金を支払う契約をいう。

第５９６条【売買契約の内容】

売買契約の内容は，一般に目的物の名称，数量，品質，代金，履行期限，履行地及び

履行方式，包装方式，検査基準及び方法，決済方式，契約の使用文字及びその効力等に

関する条項を含む。

第５９７条【無権処分の違約責任】

売主が未だ処分権を取得していないことにより目的物の所有権を移転できない場合，

買主は契約を解除し，違約責任の負担を売主に請求することができる。

２　法律，行政法規が譲渡を禁止し，又は制限している目的物については，その規定に従う。

第５９８条【売主の基本義務】

売主は，買主に目的物を引き渡し，又は目的物を受領するため証拠証券を交付し，か

つ目的物の所有権を移転する義務を履行しなければならない。

第５９９条【売主の関係証書交付義務】

売主は，約定又は取引慣習に従って目的物を受領するための証拠証券以外の関係する
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証券及び資料を買主に交付しなければならない。

第６００条【知的財産権の留保】

知的財産権を具える目的物を売却する場合，法律に別段の規定又は当事者に別段の約

定がある場合を除き，当該目的物の知的財産権は買主に帰属しない。

第６０１条【売主の目的物引渡義務】

売主は，約定した時間に従って目的物を引き渡さなければならない。引渡期限に関す

る約定がある場合，売主は，当該引渡期限内の何時でも引き渡すことができる。

第６０２条【目的物引渡期限が不明の場合】

当事者に目的物の引渡期限に関する約定がない又は約定が不明確である場合，本法第

５１０条，第５１１条第４号の規定を適用する。

第６０３条【目的物の引渡地】

売主は，約定した地点で目的物を引き渡さなければならない。

２　当事者に引渡地に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定

によってもなお確定できない場合，次に掲げる規定を適用する。

（一）目的物を運送する必要がある場合，売主は，目的物を第一運送人に引き渡して，

買主に運送し引き渡さなければならない。

（二）目的物を運送する必要がなく，売主及び買主が契約締結時点で目的物の所在地を

知っている場合，売主は，当該地点で目的物を引き渡さなければならない。目的物

の所在地を知らない場合，売主は契約締結時点の営業地で目的物を引き渡さなけれ

ばならない。

第６０４条【売買目的物危険負担の基本規則】

目的物が毀損，滅失する危険は，目的物の引き渡し前は売主が負い，引き渡した後は

買主が負う。但し，法律に別段の規定があり，又は当事者に別段の約定がある場合を除く。

第６０５条【引渡履行遅滞と危険負担】

買主の原因により目的物が約定期限に従って引渡しがなされなかった場合，買主は約

定に違反したときから目的物が毀損，滅失する危険を負わなければならない。

第６０６条【運送途上にある目的物売買の危険負担】

売主が，運送人により運送途上にある目的物を売買したとき，当事者に別段の約定が

ある場合を除き，毀損，滅失する危険は，契約の成立時から買主が負う。

第６０７条【運送が必要な目的物の危険負担】

売主が約定に従って目的物を買主の指定地点に運送し，かつ運送人に引き渡した後は，

目的物の毀損，滅失する危険は買主が負う。

２　当事者に引渡地に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第６０３条第２項

第１号の規定に従って目的物を運送する必要がある場合，売主が目的物を第一運送人に

引き渡した後は，目的物の毀損，滅失する危険は買主が負う。

第６０８条【買主が目的物を受領しない場合の危険負担】

売主が約定又は本法第６０３条第２項第２号の規定に従って引渡地で目的物を買主に
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引き渡す場合において，買主が約定に違反して受け取らないときは，目的物の毀損，滅

失する危険は，約定に違反したときから買主が負う。

第６０９条【関連証拠証券・資料不交付の影響】

売主が約定に従って目的物に関係する証拠証券又は資料を交付しない場合，目的物が

毀損，滅失する危険の移転に影響しない。

第６１０条【売主根本違約の危険負担】

目的物の品質が品質要件に適合しないことにより，契約目的が実現不能となった場合，

買主は，目的物の受領を拒絶し又は契約を解除することができる。買主が目的物の受領

を拒絶し又は契約を解除した場合，目的物が毀損，滅失する危険は売主が負う。

第６１１条【危険負担と違約責任の関係】

目的物が毀損，滅失する危険を買主が負う場合，売主による義務の履行が約定に適合

しないことは，買主が違約責任の負担を請求する権利に影響しない。

第６１２条【売主の権利担保義務】

売主は，引き渡す目的物について，第三者が買主に対して当該目的物につき，いかな

る権利も享有しないことを保証する義務を負う。但し，法律に別段の規定がある場合を

除く。

第６１３条【前条の義務の免除】

買主が契約締結時に第三者が売買の目的物に対して権利を享有することを知り又は知

り得べき場合，売主は前条の規定する義務を負わない。

第６１４条【代金支払の中止】

買主は，第三者が目的物について権利を享有することを証明する確実な証拠を有する

場合，相応する代金の支払いを中止することができる。但し，売主が適当な担保を提供

する場合を除く。

第６１５条【目的物の品質要求】

売主は，約定した品質要求に従って目的物を引き渡さなければならない。売主が目的

物の品質に関する説明を提供した場合，引き渡す目的物は，当該説明の品質要求に適合

しなければならない。

第６１６条【目的物に関する法定品質担保義務】

当事者に目的物の品質要求に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０

条の規定によってもなお確定できない場合，本法第５１１条第１号の規定を適用する。

第６１７条【目的物の品質要求不適合による違約責任】

売主が引き渡した目的物が品質要求に適合しない場合，買主は，本法第５８２条から

第５８４条の規定に基づいて違約責任の負担を請求することができる。

第６１８条【瑕疵担保責任の軽減・免除特約】

当事者に売主が目的物の瑕疵に対して負う責任の軽減又は免除に関する約定はあるが，

売主の故意又は重過失により目的物の瑕疵を買主に告知しない場合，売主は，責任の軽

減又は免除を主張する権利を有しない。
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第６１９条【目的物の包装】

売主は，約定した包装方式に従って目的物を引き渡さなければならない。包装方式に

関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定

できない場合，通用の方式に従って包装しなければならず，通用の方式がない場合，目

的物を保護するに足り，かつ資源節約，生態環境保護に有用な包装方式を採用しなけれ

ばならない。

第６２０条【買主の検査義務】

買主は，目的物を受領したとき，約定した検査期限内に検査しなければならない。検

査期限に関する約定がない場合，速やかに検査しなければならない。

第６２１条【目的物検査の異議通知】

当事者に検査期限に関する約定がある場合，買主は検査期限内に目的物の数量又は品

質が約定に適合しない状況について売主に通知しなければならない。買主が通知を怠っ

た場合，目的物の数量又は品質は約定に適合するものとみなす。

２　当事者に検査期限に関する約定がない場合，買主は目的物の数量又は品質が約定に適

合しないことを発見し又は発見し得べき合理的期間内に売主に通知しなければならない。

買主が合理的期間内に通知せず又は目的物を受領した日から２年以内に売主に通知しな

い場合，目的物の数量又は品質は約定に適合するものとみなす。但し，目的物に品質保

証期がある場合，品質保証期を適用し，当該２年の規定を適用しない。

３　売主がその提供した目的物が約定に適合しないことを知り又は知り得べき場合，買主

は，前２項の規定する通知時間の制限を受けない。

第６２２条【検査期限等の特則】

当事者が約定した検査期限が過度に短く，目的物の性質及び取引慣習に基づいて，買

主が検査期限内に全面的な検査完了が困難である場合，当該期限は，買主が外観上の瑕

疵に対してのみ異議を提出する期限とみなす。

２　約定した検査期限又は品質保証期が法律，行政法規の規定する期限よりも短い場合，

法律，行政法規に定める期限を基準としなければならない。

第６２３条【数量，外観上の瑕疵に対する検査】

当事者に検査期限に関する約定がなく，買主が署名した送り状，確認書等に目的物の

数量，型番，規格が明記されている場合，買主は数量及び外観上の瑕疵に対して既に検

査したものと推定する。但し，これを覆すに足りる関連証拠がある場合を除く。

第６２４条【検査基準】

売主が買主の指示に従って第三者に目的物を引き渡し，売主と買主が約定した検査基

準と買主と第三者が約定した検査基準が一致しない場合，売主と買主が約定した検査基

準を基準とする。

第６２５条【売主の目的物回収義務】

法律，行政法規の規定又は当事者の約定に従って，有効使用年限が満了した後に目的

物を回収しなければならない場合，売主は自ら又は第三者に委託して目的物を回収する
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義務を負う。

第６２６条【買主の代金支払義務】

買主は，約定した数額及び支払方式に従って代金を支払わなければならない。代金

又は支払方法に関する約定がない又は約定が不明確である場合，本法第５１０条，第

５１１条第２号及び第５号の規定を適用する。

第６２７条【代金支払地】

買主は，約定した地点で代金を支払わなければならない。支払地に関する約定がない

又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定できない場合，買

主は売主の営業地で支払わなければならない。但し，代金の支払いが目的物の引渡し又

は目的物受領証の交付を条件とする旨の約定がある場合，目的物を引渡し又は目的物受

領証を交付する場所で代金を支払う。

第６２８条【代金の支払時期】

買主は，約定した時期に従って代金を支払わなければならない。支払時期に関する約

定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定できない

場合，買主は目的物又は目的物受領証の受け取りと同時に支払わなければならない。

第６２９条【目的物超過提供の処理】

売主が目的物の数量を超過して提供した場合，買主は超過分を受領し又は受領を拒絶

することができる。買主は超過分を受領する場合，約定した価格に従って代金を支払う。

買主は超過分の受領を拒絶する場合，速やかに売主に通知しなければならない。

第６３０条【目的物果実の帰属】

目的物の引渡し前に生じた果実は売主の所有とし，引渡し後に生じた果実は買主の所

有とする。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

第６３１条【主物，従物と契約解除の効力】

目的物の主物が約定に適合しないことにより契約が解除された場合，契約解除の効力

は従物に及ぶ。目的物の従物が約定に適合しないことにより契約が解除された場合，解

除の効力は主物に及ばない。

第６３２条【一部目的物の契約解除】

目的物が複数の物であり，そのうちの一つの物が約定に適合しない場合，買主は当該

物について解除することができる。但し，当該物と他物を分離することにより目的物の

価値が明らかに害される場合，買主は複数の物について契約を解除することができる。

第６３３条【数次売買の契約解除】

売主が数次に目的物を引き渡す場合，売主がそのうちの１回の目的物の引渡をせず又

は引渡が約定に適合せず，当該目的物につき契約目的が実現不能となったときは，買主

は当該回の目的物について解除することができる。

２　売主がそのうちの１回の目的物の引渡をせず又は引渡が約定に適合せず，以後のその

他各回の目的物引渡では契約目的が実現不能となった場合，買主は，当該回の目的物及

び以後のその他各回の目的物について解除することができる。
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３　買主がそのうちの１回の目的物について解除し，当該回の目的物とその他各回の目的

物が相互に依存する場合，既に引き渡した目的物及び未だ引き渡していない目的物につ

いて解除することができる。

第６３４条【割賦売買の契約解除】

分割払いを行う買主の期限到来代金の未払い金額が総額の５分の１に達し，催告を受

けた後の合理的期間内になお期限到来代金を支払わない場合，売主は買主に対して代金

全額の支払い，又は契約解除を請求することができる。

２　売主が契約を解除する場合，買主に対して当該目的物の使用料の支払いを請求するこ

とができる。

第６３５条【見本品売買】

見本品売買の当事者は，見本品を密封保存しなければならず，見本品の品質について

説明することができる。売主が引き渡す目的物は，見本品及びその説明の品質と同一で

なければならない。

第６３６条【見本品売買における瑕疵担保責任】

見本品売買の買主が見本品に隠れた瑕疵があることを知らない場合，引き渡した目的

物が見本品と同一であっても，売主が引き渡す目的物の品質は，なお同種の物の通常の

品質基準に適合しなければならない。

第６３７条【試用販売における目的物の使用期限】

試用販売の当事者は，目的物の試用期限を約定できる。試用期限に関する約定がない

又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定できない場合，売

主が確定する。

第６３８条【試用販売】

試用販売の買主は，試用期限内に目的物を購入することができ，購入を拒絶すること

もできる。試用期限が満了し，買主が目的物を購入するか否かについて意思表示を行わ

ない場合，購入するものとみなす。

２　試用販売の買主が試用期限内に既に代金の一部を支払い，又は目的物に対して売却，

賃貸，担保物権の設定等の行為を実施した場合，買主が購入に同意したものとみなす。

第６３９条【試用販売の約定が不明な場合】

試用販売の当事者に目的物の使用料に関する約定がない又は約定が不明確である場合，

売主は買主に支払いを請求する権利を有しない。

第６４０条【試用販売における危険負担】

目的物が試用期限内に毀損，滅失する危険は売主が負う。

第６４１条【所有権留保】

当事者は，売買契約において買主が代金の支払い又はその他の義務を履行しない場合，

目的物所有権が売主に属する旨を約定することができる。

２　売主が目的物に対して留保する所有権は，登記を経なければ，善意の第三者に対抗す

ることができない。
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第６４２条【所有権留保売買と売主の目的物取戻権】

当事者に，売主が契約目的物の所有権を留保する旨の約定があり，目的物所有権が移

転する前に買主が次のいずれかに該当して売主に損害を与えた場合，当事者に別段の約

定がある場合を除き，売主は目的物を取り戻す権利を有する。

（一）約定に従った代金の支払いをせず，催告後の合理的期間内になお支払わないとき

（二）約定に従った特定条件を完成していないとき

（三）目的物の売却，質権設定又はその他不当な処分を行ったとき

２　売主は買主との協議を経て目的物を取り戻すことができる。協議が調わない場合，担

保物権の実行手続を参照適用することができる。

第６４３条【買主による買戻し，売主による再売買】

売主が前条第１項の規定によって目的物を取り戻した後，双方が約定した，又は売主

が指定した合理的な買戻期間内に，目的物を売主が取り戻すための事由が消滅した場合，

買主は，目的物の買戻しを請求することができる。

２　買主が買戻期間内に目的物を買い戻さない場合，売主は，合理的価格により目的物を

第三者に売却することができる。売却により得た代金から原買主の未払代金及び必要費

用を控除した後になお残余がある場合は，原買主に返還しなければならない。不足する

部分は原買主が弁済する。

第６４４条【入札募集応札売買の手続】

入札募集応札売買の当事者の権利と義務及び入札募集手続等は，関係の法律，行政法

規の規定に従う。

第６４５条【競売手続の関連規定】

競売の当事者の権利と義務及び競売手続等は，関係の法律，行政法規の規定に従う。

第６４６条【他の有償契約への準用】

法律にその他の有償契約に関する規定がある場合，その規定に従う。規定がない場合，

売買契約の関連規定を参照適用する。

第６４７条【交換取引への準用】

当事者に交換取引に関する約定があり，目的物の所有権を移転する場合，売買契約の

関係規定を参照適用する。

第十章　電力，水，ガス，熱供給使用契約

第６４８条【電力供給使用契約の定義】

電力供給使用契約とは，電力供給者が電力使用者に電力を供給し，電力使用者が電気

料金を支払う契約である。

２　社会公衆に対して電力を供給する者は，電力使用者の合理的な契約締結の要求を拒絶

してはならない。

第６４９条【電力供給使用契約の内容】

電力供給使用契約の内容は，一般に電力供給の方式，品質，時間，電力使用容量，住所，
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性質，計量方式，電力価格，電気料金の精算方式，電力供給使用施設の保守責任等に関

する条項を含む。

第６５０条【電力供給使用契約の履行地】

電力供給使用契約の履行地は，当事者の約定に従う。当事者に約定がない又は約定が

不明確である場合，電力供給施設の財産権境界点を履行地とする。

第６５１条【電力供給者の義務】

電力供給者は，国家が規定する給電品質基準及び約定に従って安全に電力を供給しな

ければならない。電力供給者が国家が規定する給電品質基準及び約定に従って安全な電

力供給を行わず電力使用者に損害を与えた場合，賠償責任を負わなければならない。

第６５２条【電力供給中断の通知義務】

電力供給者は，電力供給施設の定期整備，臨時整備，法に基づく電力供給制限又は電

力使用者による違法な電力使用等の原因により，電力供給を中断する必要があるときは，

国家の関係規定に従って電力使用者に事前に通知しなければならない。電力供給の中断

を電力使用者に事前に通知せず電力使用者に損害を与えた場合，賠償責任を負わなけれ

ばならない。

第６５３条【電力供給者の修理義務等】

自然災害等の原因により給電が中断した場合，電力供給者は国家の関係規定に従って

速やかに応急修理を行わなければならない。速やかに応急修理を行わず電力使用者に損

害を与えた場合，賠償責任を負わなければならない。

第６５４条【電力使用者の遵守義務】

電力使用者は，国家の関係規定及び当事者の約定に従って速やかに電気料金を支払わ

なければならない。電力使用者が期限を徒過しても電気料金を支払わない場合，約定に

従って違約金を支払わなければならない。催告を受けた電力使用者が合理的期間内にな

お電気料金及び違約金を支払わない場合，電力供給者は，国家の規定する手続に従って

電力供給を中止することができる。

２　電力供給者は，前項の規定に従って電力供給を中止する場合，電力使用者に事前に通

知しなければならない。

第６５５条【電力使用者の電力使用上の義務】

電力使用者は，国家の関係規定及び当事者の約定に従って安全に，節約して，計画的

に電力を使用しなければならない。電力使用者が国家の関係規定及び当事者の約定に従っ

た安全な電力使用を行わず，電力供給者に損害を与えた場合，賠償責任を負わなければ

ならない。

第６５６条【他の供給契約への参照】

水，ガス，熱の供給使用契約には，電力供給使用契約の関係規定を参照適用する。
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第十一章　贈与契約

第６５７条【贈与契約の定義】

贈与契約とは，贈与者が自己の財産を受贈者に無償で与え，受贈者が贈与の受取りの

意思表示をする契約をいう。

第６５８条【贈与の取消と制限】

贈与者は，贈与財産の権利が移転する前に贈与を取り消すことができる。

２　公証を経た贈与契約又は法に基づき取り消すことができない被災者救済，貧困扶助，

障害者支援等の公益性，道徳義務の性質を有する贈与契約には，前項の規定を適用しない。

第６５９条【贈与財産の関係手続】

贈与財産が法に基づき登記又はその他の手続が必要である場合，関係手続を行わなけ

ればならない。

第６６０条【目的物引渡請求権，贈与財産の毀損・滅失】

公証を経た贈与契約又は法に基づき取り消すことができない被災者救済，貧困扶助，

障害者支援等の公益性，道徳的義務の性質を有する贈与契約又は公証を経た贈与契約に

おいて，贈与者が贈与財産を引き渡さない場合，受贈者は引渡しを請求することができる。

２　前項の規定に従って引き渡すべき贈与財産が贈与者の故意又は重大な過失によって毀

損，滅失した場合，贈与者は賠償責任を負わなければならない。

第６６１条【負担付贈与】

贈与には義務を付加することができる。

２　贈与に義務が付加されている場合，受贈者は約定に従って義務を履行しなければなら

ない。

第６６２条【贈与財産の瑕疵担保責任】

贈与財産に瑕疵がある場合，贈与者は責任を負わない。義務を付加した贈与において，

贈与財産に瑕疵がある場合は，贈与者は付加された義務の限度内で売主と同一の責任を

負う。

２　贈与者は，故意に瑕疵を告知せず又は瑕疵がないことを保証し，受贈者に損害を与え

た場合，賠償責任を負わなければならない。

第６６３条【贈与契約の取消事由】

受贈者が次のいずれかに該当する場合，贈与者は贈与を取り消すことができる。

（一）贈与者又は贈与者の近親族の合法的権益を著しく侵害したとき

（二）贈与者に対して扶養義務を負うが履行しないとき

（三）贈与契約で約定した義務を履行しないとき

２　贈与者の取消権は，取消事由を知り又は知り得べき日から１年以内に行使する。

第６６４条【贈与契約の取消事由２】

受贈者の違法行為により贈与者が死亡し又は行為能力を喪失した場合，贈与者の相続

人又は法定代理人は贈与を取り消すことができる。

２　贈与者の相続人又は法定代理人の取消権は，取消しの事由を知り又は知り得べき日か
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ら６か月以内に行使する。

第６６５条【贈与契約取消の効果】

取消権者は贈与を取り消した場合，受贈者に対して贈与財産の返還を請求することが

できる。

第６６６条【贈与義務の履行を免れる場合】

贈与者の経済状況が著しく悪化し，その生産経営又は家庭生活に重大な影響を与えた

場合，贈与義務を履行しなくてもよい。

第十二章　貸金契約（金銭消費貸借契約）

第６６７条【貸金契約の定義】

貸金契約とは，借主が貸主から資金を借り入れ，期限に借入金を返還し，かつ利息を

支払う契約をいう。

第６６８条【貸金契約の形式，内容】

貸金契約は書面形式を採用しなければならない。但し，自然人間の資金で別段の約定

がある場合を除く。

２　貸金契約の内容は，一般に借入金の種類，貨幣の種類，用途，金額，金利，期限及び

返還方式等に関する条項を含む。

第６６９条【借主の真実状況提供義務】

貸金契約を締結する場合，借主は貸主の求めに従って借入金と関係がある業務活動及

び財務状況に関する真実の状況を提供しなければならない。

第６７０条【利息天引きの禁止】

借入金の利息は，事前に元本から控除してはならない。利息を事前に元本から控除し

た場合，実際の借入金の金額に従って借入金を返還し，かつ利息を計算しなければなら

ない。

第６７１条【貸付金の提供・受領に関する約定違反】

貸主は，約定した期日，金額に従った貸付金の提供を行わず，借主に損害を与えた場合，

損害を賠償しなければならない。

２　借主は，約定した期日，金額に従って借入金を受け取らない場合，約定した期日，金

額に従って利息を支払わなければならない。

第６７２条【貸主の検査，監督権】

貸主は，約定に従って借入金の使用状況について検査，監督することができる。借主は，

約定に従って関連の財務会計報告又はその他の資料を貸主に定期的に提供しなければな

らない。

第６７３条【借入金の違約使用と貸主の権利】

借主が約定した借入金の用途に従った借入金の使用を行わない場合，貸主は，貸付金

の提供を停止し，貸付金の回収を繰り上げ又は契約を解除することができる。
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第６７４条【貸金利息の支払】

借主は約定した期限に従って利息を支払わなければならない。利息支払期限に関する

約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定できな

い場合において，借入期間が１年未満であるときは，借入金の返還時に併せて支払わな

ければならない。借入期間が１年以上であるときは，満１年が経過するごとに支払わな

ければならず，残存期間が１年未満であるときは，借入金の返還時に併せて支払わなけ

ればならない。

第６７５条【返還期限】

借主は，約定した期限に従って借入金を返還しなければならない。借入期限に関する

約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定できな

い場合，借主はいつでも返還することができる。貸主は合理的期間内の返還を借主に催

告することができる。

第６７６条【遅延利息】

借主は，約定した期限に従って借入金の返還を行わない場合，約定又は国家の関係規

定に従って遅延利息を支払わなければならない。

第６７７条【期限前の返還】

借主が借入金の返還を繰り上げる場合，当事者に別段の約定がある場合を除き，実際

の借入期間に従って利息を計算しなければならない。

第６７８条【期限の延長】

借主は，返還期限が満了する前に貸主に期限延長を申請することができる。貸主が同

意した場合，期限を延長することができる。

第６７９条【自然人間貸金契約の要物性】

自然人間の貸金契約は，貸主が貸付金を提供したときに成立する。

第６８０条【自然人間貸金契約の貸金利率制限】

高利による貸金契約を禁止する。借入金の利率は，国家の関係規定に違反してはなら

ない。

２　貸金契約に利息支払に関する約定がない場合，無利息とみなす。

３　貸金契約の利息支払いに関する約定が不明確であり，当事者が補充協議を合意できな

い場合，当地又は当事者の取引方式，取引慣習，市場利率等の要素に従って利息を確定

する。自然人間の貸金の場合は，無利息とみなす。

第十三章　保証契約

第一節　一般規定

第６８１条【保証契約の定義】　

保証契約とは，債権の実現を保障するために，保証人と債権者が，債務者が期限到来

債務を履行せず又は当事者が約定した事由が発生したときに，保証人が債務を履行し又

は責任を負う旨を約定する契約をいう。
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第６８２条【保証契約の附従性】

保証契約は，主たる債権債務契約の従たる契約とする。主たる債権債務契約が無効で

ある場合，保証契約は無効とする。但し，法律に別段の規定がある場合を除く。

２　保証契約の無効が確認された後に，債務者，保証人，債権者に過失があった場合，そ

の過失に基づいて各自が相応する民事責任を負わなければならない。

第６８３条【保証人の資格】

機関法人は保証人となることができない。但し，国務院の承認を得て外国政府又は国

際経済組織の借款を使用して転貸を行う場合を除く。

２　公益を目的とする非営利法人，非法人組織は保証人となることができない。

第６８４条【保証契約の内容】

保証契約の内容は，一般に，保証される主たる債権の種類，金額，債務者の債務履行期限，

保証の方式，保証の範囲及び期間等の条項を含む。

第６８５条【保証契約の形式】

保証契約は，単独で締結する書面契約とすることができ，主たる債権債務契約中の保

証条項とすることもできる。

２　第三者が一方的に書面形式で債権者に保証をなし，債権者がこれを受け取りかつ異議

を述べない場合，保証契約が成立する。

第６８６条【保証の方式】

保証の方式は，一般保証及び連帯責任保証を含む。

２　当事者が保証契約中で保証の方式に関する約定を行っておらず，又は約定が不明確で

ある場合，一般保証に従って保証責任を負う。

第６８７条【一般保証】

当事者が保証契約中で，債務者が債務を履行することができないとき，保証人が保証

責任を負う旨を約定する場合を一般保証とする。

２　一般保証の保証人は，主たる契約の紛争において裁判又は仲裁を経ず，かつ債務者財

産について法に基づき強制執行を行ってもなお債務が履行不能となる前においては，債

権者に対して保証責任の負担を拒絶する権利を有する。但し，次に掲げる状況がある場

合を除く。

（一）債務者が行方不明であり，かつ執行可能な財産がないとき

（二）人民法院が既に債務者の破産事件を受理したとき

（三）債務者の財産が全ての債務を履行するのに不足すること又は債務履行能力がない

ことを証明する証拠を債権者が有するとき

（四）保証人が本項の規定する権利の放棄を書面で表示したとき

第６８８条【連帯責任保証】

当事者が保証契約中で，保証人及び債務者が債務について連帯して責任を負う旨を約

定する場合を，連帯責任保証とする。

２　連帯責任保証の債務者が期限到来債務を履行せず又は当事者が約定した事由が発生し
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たときは，債権者は，債務者に債務の履行を請求することができ，保証人にその保証の

範囲内で保証責任の負担を請求することもできる。

第６８９条【反担保】

保証人は，反担保の提供を債務者に求めることができる。

第６９０条【根保証】

保証人と債権者は協議により根保証契約を締結し，最高債権額の限度内において一定

期間連続して発生する債権に保証を提供する旨を約定することができる。

２　根保証契約には，本章の規定の他，本法第二編の根抵当権の関係規定を参照適用する。

第二節　保証責任

第６９１条【保証責任の範囲】

保証の範囲は，主たる債権及びその利息，違約金，損害賠償金及び債権を実現するた

めの費用を含む。当事者に別段の約定がある場合，その約定に従う。

第６９２条【保証期間】

保証期間とは，保証人が保証責任を負うことが確定した期間であり，停止，中断及び

延長を生じない。

２　債権者と保証人は，保証期間を約定することができる。但し，約定した保証期間が主

たる債務の履行期限より早く，又は主たる債務の履行期限と同時に満了する場合，約定

がないものとみなす。約定がない又は約定が不明確である場合，保証期間は主たる債務

の履行期限が満了した日から６か月とする。

３　債権者と債務者の間に主たる債務の履行期限に関する約定がない又は約定が不明確で

ある場合，保証期間は債権者が債務者に対して債務履行を請求した猶予期限が満了した

日から計算する。

第６９３条【保証責任を負担しない場合】

一般保証の債権者が保証期間内に債務者に対して訴訟を提起せず又は仲裁を申し立て

ない場合，保証人は保証責任を負わない。

２　連帯責任保証の債権者が保証期間内に保証責任の負担を保証人に請求しない場合，保

証人は保証責任を負わない。

第６９４条【保証債務の訴訟時効】

一般保証の債権者が，保証期間が満了する前に債務者に対して訴訟を提起し又は仲裁

を申し立てた場合，保証人が保証責任の負担を拒絶する権利の消滅日から，保証債務の

訴訟時効を起算する。

２　連帯責任保証の債権者が，保証期間が満了する前に保証責任の負担を保証人に請求し

た場合，債権者が保証責任の負担を保証人に請求した日から，保証債務の訴訟時効を起

算する。

第６９５条【主たる債権債務変更の保証責任に対する影響】

債権者と債務者が保証人の書面同意を得ずに，協議を経て主たる債権債務の契約内容
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を変更し，債務を軽減した場合，保証人はなお変更後の債務に対して保証責任を負う。

債務を加重した場合，保証人は加重された部分に対して保証責任を負わない。

２　債権者と債務者が主たる債権債務の契約の履行期限を変更し，保証人の書面同意を得

ていない場合，保証期間は影響を受けない。

第６９６条【債権譲渡と保証責任】

債権者が債権の全部又は一部を譲渡し，保証人に通知していない場合，当該譲渡は保

証人に対して効力を生じない。

２　保証人と債権者の間に債権譲渡を禁止する約定があり，債権者が保証人の書面同意を

得ずに債権を譲渡した場合，保証人は譲受人に対して保証責任を負わない。

第６９７条【債務移転と保証責任】

債権者が保証人の書面同意を得ずに，債務者による全部又は一部の債務移転を認めた

場合，保証人は移転に同意していない債務に対して保証責任を負わない。但し，債権者

と保証人の間に別段の約定がある場合を除く。

２　第三者が債務者として加わった場合，保証人の保証責任は影響を受けない。

第６９８条【一般保証人の免責】

一般保証の保証人が，主たる債務の履行期限の満了後に，債務者の執行可能財産に関

する真実の状況を債権者に対して提供し，債権者が権利を放棄し，又はその行使を怠っ

たことにより当該財産が執行不能となった場合，保証人はその提供した執行可能財産の

価値の範囲内において保証責任を負わない。

第６９９条【共同保証】

同一の債務に二名以上の保証人が存在する場合，保証人は保証契約で約定した保証割

合に従って保証責任を負わなければならない。保証割合に関する約定がない場合，債権

者はいずれか一名の保証人にその保証範囲内での保証責任の負担を請求することができ

る。

第７００条【保証人の求償権】

保証人は，保証責任を負った後，当事者に別段の約定がある場合を除き，その負担し

た保証責任の範囲内で債務者に対する求償権を有し，債権者の債務者に対する権利を有

する。但し，債権者の利益を害してはならない。

第７０１条【保証人の抗弁権】

保証人は，債務者の債権者に対する抗弁権を主張することができる。債務者が抗弁権

を放棄した場合，保証人はなお債権者に抗弁を主張する権利を有する。

第７０２条【債務者が債権者に相殺権，取消権を有する場合】

債務者が債権者に対して相殺権又は取消権を有する場合，保証人は相応する範囲内で

保証責任の負担を拒絶することができる。
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第十四章　賃貸借契約

第７０３条【賃貸借契約の定義】

賃貸借契約とは，賃貸人が賃貸目的物を賃借人に引き渡して使用，收益させ，賃借人

が賃料を支払う契約をいう。

第７０４条【賃貸借契約の内容】

賃貸借契約の内容は，一般に賃貸目的物の名称，数量，用途，賃貸借期限，賃料及び

その支払期限と方式，賃貸目的物の修繕等に関する条項を含む。

第７０５条【賃貸借契約の期限】

賃貸借期限は，２０年を超えてはならない。２０年を超えた場合は，超過部分は無効

とする。

２　賃貸借期限が満了した場合，当事者は賃貸借契約を更新することができる。但し，約

定した賃貸借期限は，更新した日から２０年を超えてはならない。

第７０６条【賃貸借契約と賃貸借契約登記届出手続】

当事者が法律，行政法規の規定に従った賃貸借契約登記届出手続を行わない場合，契

約の効力に影響しない。

第７０７条【賃貸借契約の形式】

賃貸借期限が６か月以上である場合，書面でしなければならない。当事者が書面形式

を採用せず，賃貸借期限を確定することができない場合，期限の定めのない賃貸借とみ

なす。

第７０８条【賃貸人の基本義務】

賃貸人は，約定に従って賃貸目的物を賃借人に引き渡し，かつ賃貸借期限内に賃貸目

的物が約定した用途に適合することを保持しなければならない。

第７０９条【賃借人の基本義務】

賃借人は，約定した方法に従って賃貸目的物を使用しなければならない。賃貸目的物

の使用方法に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によっ

てもなお確定できない場合は，賃貸目的物の性質に基づいて使用しなければならない。

第７１０条【賃貸目的物使用による損耗】

賃借人は，約定した方法又は賃貸目的物の性質に従って賃貸目的物を使用し，賃貸目

的物が損耗した場合，賠償責任を負わない。

第７１１条【賃貸目的物用法違反による契約解除】

賃借人が約定した方法又は賃貸目的物の性質に従って賃貸目的物を使用せず，賃貸目

的物が損害を受けた場合，賃貸人は契約を解除し，損害賠償を請求することができる。

第７１２条【賃貸人の目的物維持修繕義務】

賃貸人は，賃貸目的物の維持修繕義務を履行しなければならない。但し，当事者に別

段の約定がある場合を除く。

第７１３条【目的物維持修繕義務の補充規定】

賃借人は，賃貸目的物の維持修繕が必要であるときは，合理的期間内の維持修繕の実
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施を賃貸人に請求することができる。賃貸人が維持修繕義務を履行しない場合，賃借人は，

自ら維持修繕を行うことができ，維持修繕費用は賃貸人が負担する。賃貸目的物の維持

修繕が賃借人の使用に影響を与えた場合，相応に賃料を減額し又は賃貸借期間を延長し

なければならない。

２　賃借人の過失により賃貸目的物の維持修繕が必要である場合，賃貸人は前項の規定す

る維持修繕義務を負わない。

第７１４条【賃貸目的物の保管義務】

賃借人は，賃貸目的物を適切に保管しなければならず，保管が不適切であることによ

り賃貸目的物が毀損，滅失した場合，賠償責任を負わなければならない。

第７１５条【賃貸目的物の改良等】

賃借人は，賃貸人の同意を得て，賃貸目的物に対して改良を行い又は他物を増設する

ことができる。

２　賃借人が賃貸人の同意を得ずに賃貸目的物に対して改良を行い又は他物を増設した場

合，賃貸人は原状回復又は損害賠償を賃借人に請求することができる。

第７１６条【賃貸目的物の転貸】

賃借人は，賃貸人の同意を得て，賃貸目的物を第三者に転貸することができる。賃借

人が転貸した場合，賃借人と賃貸人の間の賃貸借契約は引き続き有効とし，第三者が賃

貸目的物に損害を与えた場合，賃借人が損害を賠償しなければならない。

２　賃借人が賃貸人の同意を得ずに転貸した場合，賃貸人は契約を解除することができる。

第７１７条【賃貸目的物の転貸期限】

賃借人が賃貸人の同意を得て賃貸目的物を第三者に転貸し，転貸借期限が賃借人の残

存する賃貸借期限を超える場合，超える部分の約定は賃貸人に対して法的拘束力を有し

ない。但し，賃貸人と賃借人の間に別段の約定がある場合を除く。

第７１８条【転貸への同意みなし】

賃貸人が賃借人による転貸を知り又は知り得べき場合，６か月以内に異議を述べない

ときは，賃貸人が転貸に同意したものとみなす。

第７１９条【転借人による未納賃料等の支払】

賃借人が賃料を滞納した場合，転借人は賃借人に代わってその未納賃料及び違約金を

支払うことができる。但し，転貸借契約が賃貸人に対して法的拘束力を有しない場合を

除く。

２　転借人が代わって支払った賃料及び違約金は，転借人が賃借人に支払うべき賃料に充

当することができる。転借人の支払額がその支払うべき賃料の金額を超える場合，賃借

人に求償することができる。

第７２０条【賃貸目的物からの収益の帰属】

賃貸借期限内おける賃貸目的物の占有，使用により得た収益は，賃借人の所有に帰属

する。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。
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第７２１条【賃料の支払期限】

賃借人は約定した期限に従って賃料を支払わなければならない。賃料の支払期限に関

する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定す

ることができない場合において，賃貸借期限が１年未満であるときは，賃貸借期限の満

了時に支払わなければならない。賃貸借期限が１年以上であるときは，満１年が経過す

るごとに支払わなければならず，残存期限が１年未満であるときは，賃貸借期限の満了

時に支払わなければならない。

第７２２条【賃料不払による契約解除】

賃借人が正当な理由なく賃料を支払わず又は支払いを遅延した場合，賃貸人は合理的

期間内の支払いを賃借人に請求することができる。賃借人が期限を徒過しても支払わな

い場合，賃貸人は，契約を解除することができる。

第７２３条【賃貸人の権利瑕疵担保責任】

第三者が権利を主張したことにより，賃借人が賃貸目的物を使用，収益することがで

きなくなった場合，賃借人は賃料の減額又は賃料の不払いを請求することができる。

２　第三者が権利を主張した場合，賃借人は速やかに賃貸人に通知しなければならない。

第７２４条【賃借人からの契約解除事由】

次のいずれかに該当し，賃借人の原因によらず賃貸目的物を使用することができなく

なった場合，賃借人は契約を解除することができる。

（一）賃貸目的物が司法機関又は行政機関に法に基づき封印，差押えされたとき

（二）賃貸目的物の権利帰属について紛争が存在するとき

（三）賃貸目的物に法律，行政法規の使用条件に関する強制規定に違反する事由がある

とき

第７２５条【賃貸目的物の所有権変動と賃貸借契約】

賃貸借契約に基づく賃借人の占有期限内に賃貸目的物の所有権変動が生じた場合，賃

貸借契約の効力に影響しない。

第７２６条【家屋賃借人の優先購入権】

賃貸人は賃貸家屋を売却する場合，売却前の合理的期間内に賃借人に通知しなければ

ならず，賃借人は同等の条件により優先的に購入する権利を有する。但し，家屋の共有

者が優先購入権を行使し，又は賃貸人が家屋を近親族に売却する場合を除く。

２　賃貸人が通知義務を履行した後に，賃借人が１５日以内に購入の明確な表示を行わな

い場合，賃借人が優先購入権を放棄したものとみなす。

第７２７条【賃貸家屋競売と賃借人への通知等】

賃貸人が賃貸家屋の競売を競売人に委託した場合，競売の５日前までに賃借人に通知

しなければならない。賃借人が競売に参加しない場合には，優先購入権を放棄したもの

とみなす。

第７２８条【賃貸人による優先購入権行使の妨害】

賃貸人が賃借人に通知せず又は賃借人による優先購入権の行使を妨害するその他の状
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況がある場合，賃借人は賠償責任の負担を賃貸人に請求することができる。但し，賃貸

人と第三者が締結した家屋売買契約の効力は影響を受けない。

第７２９条【賃貸目的物の毀損，滅失】

賃借人の責めに帰することができない事由により，賃貸目的物の一部又は全部が毀損，

滅失した場合，賃借人は賃料の減額又は賃料の不払いを請求することができる。賃貸目

的物の一部又は全部が毀損，滅失したことにより，契約の目的が実現不能となった場合，

賃借人は契約を解除することができる。

第７３０条【賃貸借期限が不明の場合】

当事者に賃貸借期限に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の

規定によってもなお確定できない場合，不定期の賃貸借とみなす。当事者はいつでも契

約を解除することができる。但し，合理的期間前に相手方に通知しなければならない。

第７３１条【賃貸目的物の品質不適合による解除】

賃貸目的物が賃借人の安全又は健康に危害を及ぼす場合，賃借人は，契約を締結する

時点で当該賃貸目的物の品質が不適合であることを明らかに知っていたとしても，賃借

人はなお契約をいつでも解除することができる。

第７３２条【家屋賃借人死亡時の法的効果】

賃借人が家屋の賃貸借期限内に死亡した場合，その生前の共同居住者又は共同経営者

は，原賃貸借契約に従って当該家屋を賃借することができる。

第７３３条【賃貸借期限満了と目的物返還】

賃貸借期限が満了した場合，賃借人は賃貸目的物を返還しなければならない。返還す

る賃貸目的物は，約定又は賃貸目的物の性質に従って使用された後の状態に適合しなけ

ればならない。

第７３４条【賃貸借期限満了後の継続使用，優先賃借権】

賃貸借期限が満了したが，賃借人が賃貸目的物の使用を継続し，賃貸人が異議を述べ

ない場合，原賃貸借契約は引き続き有効とする。但し，賃貸借の期限は不定期とする。

２　賃貸借期限が満了した場合，家屋の賃借人は，同等の条件により優先的に賃借する権

利を有する。

第十五章　ファイナンスリース契約

第７３５条【ファイナンスリース契約の定義】

ファイナンスリース契約とは，賃貸人が賃借人による売主，賃貸目的物の選択に基づ

いて，売主からリース物件を購入し，賃借人に提供して使用させ，賃借人がリース料を

支払う契約をいう。

第７３６条【ファイナンスリース契約の内容】

ファイナンスリース契約の内容には，一般にリース物件の名称，数量，規格，技術性能，

検査方法，リース期限，リース料構成及びその支払期限と方式，貨幣の種類，リース期

限が満了した場合のリース物件の帰属等に関する条項を含む。
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２　ファイナンスリース契約は，書面形式を採用しなければならない。

第７３７条【ファイナンスリース契約と通謀虚偽表示】

当事者がリース物件を虚構する方式によって締結したファイナンスリース契約は無効

とする。

第７３８条【ファイナンスリース契約と行政許可】

法律，行政法規の規定に従ってリース物件の経営使用について行政許可を取得しなけ

ればならない場合，リース貸主が行政許可を取得していないことは，ファイナンスリー

ス契約の効力に影響しない。

第７３９条【リース契約目的物の交付】

リース貸主は，リース借主による売主，リース物件に対する選択に基づいて締結した

売買契約において，売主は，約定に従ってリース借主に目的物を引き渡さなければならず，

リース借主は，目的物の受領に関する買主としての権利を有する。

第７４０条【リース借主の受領拒絶権】

売主がリース借主にリース物件を引き渡す義務に違反して，次のいずれかに該当する

場合，リース借主は，売主が引き渡すリース物件の受領を拒絶することができる。

（一）リース物件が約定に著しく適合しないとき

（二）約定に従ってリース物件を引き渡さず，リース借主又はリース貸主の催告を経た

後，合理的期間内になお引き渡さないとき

２　リース借主はリース物件の受領を拒絶する場合，速やかにリース貸主に通知しなけれ

ばならない。

第７４１条【リース借主の賠償請求権】

リース貸主，売主，リース借主は，売主が売買契約の義務を履行しない場合，リース

借主が賠償請求権を行使する旨を約定することができる。リース借主が賠償請求権を行

使する場合，リース貸主は協力しなければならない。

第７４２条【リース借主の賠償請求権行使とリース料支払義務】

リース借主による売主に対する賠償請求権の行使は，そのリース料の支払義務の履行

に影響しない。但し，リース借主がリース貸主の技能に依存してリース物件を確定し又

はリース貸主がリース物件の選択に関与した場合，リース借主は相応するリース料支払

義務の軽減又は免除を請求することができる。

第７４３条【リース借主の賠償請求失敗時における責任負担】

リース貸主が次のいずれかに該当し，リース借主による売主に対する賠償請求が失敗

した場合，リース借主は相応する責任の負担をリース貸主に請求する権利を有する。

（一）リース物件に品質上の瑕疵が存在することを明らかに知りながらリース借主に告

知しなかったとき

（二）リース借主の賠償請求権の行使時に，速やかに必要な協力を提供しなかったとき

２　リース貸主が自己のみが売主に対して行使することができる賠償請求権の行使を怠り，

リース借主に損害を与えた場合，リース借主はリース貸主に賠償責任の負担を請求する
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権利を有する。

第７４４条【売買契約内容の変更】

リース貸主は，リース借主による売主，リース物件に対する選択に基づいて締結した

売買契約につき，リース借主の同意を得ずにリース借主に関係する契約内容を変更して

はならない。

第７４５条【リース物件の所有権帰属】

リース貸主がリース物件に対して有する所有権は，登記を経なければ，善意の第三者

に対抗することができない。

第７４６条【リース料の確定基準】

ファイナンスリース契約のリース料は，当事者に別段の約定がある場合を除き，リー

ス物件を購入するための大部分又は全てのコスト及びリース貸主の合理的利潤に基づい

て確定しなければならない。

第７４７条【リース物件の瑕疵担保責任】

リース物件が約定に適合せず又は使用目的に適合しない場合，リース貸主は責任を負

わない。但し，リース借主がリース貸主の技能に依存してリース物件を確定し又はリー

ス貸主がリース物件の選択に関与した場合を除く。

第７４８条【リース貸主の占有使用権・リース貸主に対する損害賠償請求】

リース貸主はリース借主によるリース物件の占有及び使用を保証しなければならない。

２　リース貸主が次のいずれかに該当する場合，リース借主は損害賠償をリース貸主に請

求する権利を有する。

（一）正当な理由なくリース物件を回収したとき

（二）正当な理由なくリース借主によるリース物件の占有及び使用を妨害し，干渉した

とき

（三）リース貸主の原因により第三者がリース物件について権利を主張するとき

（四）リース借主によるリース物件の占有及び使用に対して不当な影響を与えるその他

の状況

第７４９条【第三者に対する侵害責任】

リース借主によるリース物件の占有期間中に，リース物件が第三者に人身損害又は財

産損害を与えた場合，リース貸主は責任を負わない。

第７５０条【リース物件の保管・使用・維持修繕義務】

リース借主は，リース物件を適切に保管，使用しなければならない。

２　リース借主は，リース物件の占有期間中における維持修繕義務を履行しなければなら

ない。

第７５１条【リース物件の毀損滅失】

リース借主によるリース物件の占有期間中にリース物件が毀損，滅失した場合，リー

ス貸主は，リース料の支払継続をリース借主に請求する権利を有する。但し，法律に別

段の規定又は当事者に別段の約定がある場合を除く。



105ICD NEWS　第 86 号（2021.3）

第７５２条【リース料の不払い】

リース借主は約定に従ってリース料を支払わなければならない。リース借主が催告を

受けた後の合理的期間内になおリース料を支払わない場合，リース貸主は全てのリース

料の支払いを請求することができ，契約を解除し，リース物件を回収することもできる。

第７５３条【リース貸主の契約解除権】

リース借主がリース貸主の同意を得ずに，リース物件を譲渡，抵当権設定，質権設定，

出資又はその他の方式により処分した場合，リース貸主はファイナンスリース契約を解

除することができる。

第７５４条【ファイナンスリース契約の解除事由】

次のいずれかに該当する場合，リース貸主又はリース借主は，ファイナンスリース契

約を解除することができる。

（一）リース貸主と売主が締結した売買契約が解除され，無効が確認され又は取り消さ

れ，かつ売買契約を新たに締結することができないとき

（二）リース物件が当事者の責めに帰すことができない原因により毀損，滅失し，かつ

修復又は代替物を確定できないとき

（三）売主の原因によりファイナンスリース契約の目的が実現不能となったとき

第７５５条【売買契約解除等によるファイナンスリース契約解除】

売買契約が解除され，無効が確認され又は取り消されたことにより，ファイナンスリー

ス契約が解除されたが，売主及びリース物件をリース借主が選択した場合，リース貸主は，

相応する損害賠償をリース借主に請求する権利を有する。但し，リース貸主が売買契約

を解除し，無効が確認され又は取り消されたことが原因である場合を除く。

２　売買契約が解除され，無効が確認され又は取り消された時点で，リース貸主が損害賠

償を既に得ている場合，リース借主は相応する賠償責任を負担しない。

第７５６条【リース貸主の補償請求権】

リース物件がリース借主に引き渡された後に予期せず毀損，滅失した等の当事者の責

めに帰すことができない原因によりファイナンスリース契約が解除された場合，リース

貸主は，リース借主に対してリース物件の償却状況に基づいて補償を請求することがで

きる。

第７５７条【契約期限満了とリース物件帰属の一般規定】

リース貸主とリース借主は，リース期限が満了した場合のリース物件の帰属を約定す

ることができる。リース物件の帰属に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法

第５１０条の規定によってもなお確定できない場合，リース物件の所有権はリース貸主

に帰属する。

第７５８条【リース物件の価値返還，リース物件の返還不能】

当事者に，リース期限の満了時にリース物件はリース借主の所有に帰属する旨の約定

があり，リース借主が大部分のリース料を既に支払ったが，残りのリース料を支払う能

力がなく，リース貸主がこのため契約を解除し，リース物件を回収した場合において，
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回収されたリース物件の価値がリース借主の未納リース料及びその他の費用を超えてい

るときは，リース借主は相応分の返還を請求することができる。

２　当事者に，リース期限満了時にリース物件はリース貸主の所有に帰属する旨の約定が

あり，リース物件が毀損，滅失し又は他物と付合，混合したことによりリース借主が返

還不能となった場合，リース貸主はリース借主に合理的補償を請求する権利を有する。

第７５９条【象徴的代金支払時のリース物件帰属】

当事者に，リース期限満了時に，リース借主は象徴的代金のみをリース貸主に支払う

必要がある旨の約定がある場合，約定したリース料に関する義務の履行が完了した後，

リース物件はリース借主の所有に帰属するものとみなす。

第７６０条【契約無効時のリース物件帰属】

ファイナンスリース契約が無効となった場合に，当事者に当該状況下でのリース物件

の帰属に関して約定があるときは，その約定に従う。約定がない又は約定が不明確であ

るときは，リース物件をリース貸主に返還しなければならない。但し，リース借主の原

因により契約が無効となり，リース貸主がリース物件の返還を求めず又はリース貸主へ

の返還後にリース物件の効用が明らかに低下する場合，リース物件はリース借主の所有

に帰属し，かつリース借主がリース貸主に合理的補償を与える。

第十六章　ファクタリング契約 

第７６１条【ファクタリング契約の定義】

ファクタリング契約［保理合同］は，現在有する，又は将来有する売上債権［应收账款］

の債権者が，売上債権をファクタリング業者［保理人］に譲渡し，ファクタリング業者

が資金を融通し，売上債権の管理又は回収，売上債権債務者の支払保証等のサービスを

提供する契約である。

第７６２条【ファクタリング契約の内容】

ファクタリング契約の内容は，一般に業務類型，サービス範囲，サービス期限，基本

取引契約の状況，売上債権の情報，ファクタリング融資又はサービス報酬，及びその支

払方式等の条項を含む。

２　ファクタリング契約は書面形式を採用しなければならない。

第７６３条【架空売上債権を譲渡対象とする場合】

売上債権の債権者が債務者との架空売上債権を譲渡対象として，ファクタリング業者

とファクタリング契約を締結した場合，売上債権の債務者は，売上債権が存在しないこ

とを理由にファクタリング業者に対抗することができない。但し，ファクタリング業者

がその架空であることを明らかに知っている場合を除く。 

第７６４条【ファクタリング業者の譲渡通知】

ファクタリング業者は，売上債権の債務者に譲渡通知を発出する場合，ファクタリン

グ業者の身分を表明し，かつ必要な証憑を添付しなければならない。 
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第７６５条【正当な理由のない合意変更等のファクタリング業者への効力】

売上債権の債務者が売上債権の譲渡通知の受領後において，売上債権の債権者と債務

者が正当な理由なく基本取引契約の合意を変更又は終了し，ファクタリング業者に対し

て不利な影響を生じさせた場合，ファクタリング業者に対して効力を生じない。

第７６６条【償還請求権のあるファクタリング】

当事者が償還請求権のあるファクタリングを約定した場合は，ファクタリング業者は，

売上債権の債権者に対してファクタリングによる融資額の元利の返還又は売上債権の買

戻しを主張し，売上債権の債務者に対して売上債権の債権を主張することもできる。ファ

クタリング業者が売上債権の債務者に対して売上債権の債権を主張し，ファクタリング

による融資額の元利及び関連費用を控除して残額がある場合は，残額部分は売上債権の

債権者に返還しなければならない。 

第７６７条【償還請求権のないファクタリング】

当事者が償還請求権のないファクタリングを約定した場合は，ファクタリング業者は，

売上債権の債務者に売上債権の債権を主張しなければならず，ファクタリング業者が取

得したファクタリングによる融資額の元利及び関連費用を上回る部分は，売上債権の債

権者に返還する必要はない。 

第７６８条【ファクタリングにおける売上債権の多重譲渡】

売上債権の債権者が同一の売上債権について複数のファクタリング契約を締結したこ

とにより，複数のファクタリング業者が権利を主張する場合，既に登記済みのものが未

登記のものに優先して売上債権を取得する。いずれも既に登記済みの場合は，登記の時

間的先後の順序に基づき売上債権を取得する。いずれも未登記の場合には，売上債権の

債務者が最初に受け取った譲渡通知中に明記されたファクタリング業者が売上債権を取

得する。未登記で未通知でもある場合には，ファクタリング融資又はサービス報酬の比

率に従って売上債権を取得する。

第７６９条【債権譲渡規定の適用】

本章に規定がない場合，本編第六章の債権譲渡の関係規定を適用する。

第十七章　請負契約

第７７０条【請負契約の定義】

請負契約とは，請負人が注文者の要求に従って仕事を完成し，仕事の成果を引き渡し，

注文者が報酬を支払う契約をいう。

２　請負は，加工，受注製作，修理，複製，測定試験，検査等の仕事を含む。

第７７１条【請負契約の内容】

請負契約の内容は，一般に請負の目的，数量，品質，報酬，請負方式，材料の提供，

履行期限，検収の基準及び方法等の条項を含む。

第７７２条【請負人の主たる仕事完成義務】

請負人は，自己の設備，技術及び労力により，主たる仕事を完成させなければならない。
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但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

２　請負人は，その請け負った主たる仕事を第三者に委ねて完成させた場合，当該第三者

が完成させた仕事の成果について注文者に対して責任を負わなければならない。注文者

の同意を得ていない場合，注文者は契約を解除することもできる。

第７７３条【請負人の補助的仕事に対する責任】

請負人は，その請け負った補助的な仕事を第三者に委ねて完成させることができる。

請負人がその請け負った補助的な仕事を第三者に委ねて完成させた場合，当該第三者が

完成させた仕事の成果について注文者に対して責任を負わなければならない。

第７７４条【請負人の材料提供と責任】

請負人が材料を提供する場合，請負人は約定に従って材料を選定して使用し，かつ注

文者の検査を受けなければならない。

第７７５条【注文者材料提供時の双方の義務】

注文者が材料を提供する場合，注文者は約定に従って材料を提供しなければならない。

請負人は，注文者が提供した材料に対して，速やかに検査を行わなければならず，約定

に適合しないことを発見したときは，交換，補充又はその他補救措置を採るよう注文者

に速やかに通知しなければならない。

２　請負人は，注文者が提供した材料を無断で交換してはならず，修理が不要な部品を交

換してはならない。

第７７６条【注文者の不合理な要求と双方の義務】

請負人は，注文者が提供した図面又は技術要求が不合理であることを発見した場合，

速やかに注文者に通知しなければならない。注文者が回答を怠った等の原因により請負

人に損害を与えた場合，損害を賠償しなければならない。

第７７７条【仕事の要求変更と責任】

注文者は，請負の仕事の要求を途中で変更して請負人に損害を与えた場合，損害を賠

償しなければならない。

第７７８条【注文者の協力援助義務】

請負の仕事の内容に注文者の協力援助が必要である場合，注文者には協力援助する義

務がある。注文者が協力援助義務を履行せず請負の仕事が完成不能となった場合，請負

人は合理的期間内の義務履行を注文者に催告し，かつ履行期限を順延することができる。

注文者が期限を徒過しても履行しない場合，請負人は契約を解除することができる。

第７７９条【注文者の監督検査】

請負人は，仕事の期間において，注文者が必要とする監督検査を受け入れなければな

らない。注文者は，監督検査により請負人の正常な仕事を妨害してはならない。

第７８０条【仕事の成果の引渡等】

請負人が仕事を完成させた場合，注文者に仕事の成果を引き渡し，かつ必要な技術資

料及び関係の品質証明を提出しなければならない。注文者は当該仕事の成果を検収しな

ければならない。
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第７８１条【請負人の違約責任】

請負人が引き渡した仕事の成果が品質要求に適合しない場合，注文者は，修理，再製作，

報酬の減額，損害賠償等の違約責任を合理的に選択しその負担を請負人に請求すること

ができる。

第７８２条【注文者の報酬支払義務】

注文者は約定した期限に従って報酬を支払わなければならない。報酬の支払期限に関

する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定で

きない場合，注文者は請負人が仕事の成果を引き渡す時に支払わなければならない。仕

事の成果の一部が引き渡された場合，注文者は相応する支払をしなければならない。

第７８３条【請負人の留置権】

注文者が請負人に報酬又は材料費等の代金を支払わない場合，請負人は完成した仕事

の成果に対して留置権を有し，又は引渡しを拒絶する権利を有する。但し，当事者に別

段の約定がある場合を除く。

第７８４条【請負人の保管義務】

請負人は，注文者が提供した材料及び完成した仕事の成果を適切に保管しなければな

らず，保管が不適切であることにより毀損，滅失した場合，賠償責任を負わなければな

らない。

第７８５条【請負人の守秘義務】

請負人は，注文者の要求に従って秘密を保持しなければならず，注文者の許可を得ず

に複製品又は技術資料を保存してはならない。

第７８６条【共同請負人の連帯責任】

共同請負人は注文者に対して連帯して責任を負う。但し，当事者に別段の約定がある

場合を除く。

第７８７条【注文者の任意解除権】

注文者は，請負人が仕事を完成する前において，いつでも請負契約を解除することが

でき，請負人に損害を与えた場合は，損害を賠償しなければならない。

第十八章　建設工事契約

第７８８条【建設工事契約の定義】

建設工事契約とは，請負人が建設工事を行い，発注者が代金を支払う契約をいう。

２　建設工事契約は，工事の実地調査，設計，施工の契約を含む。

第７８９条【建設工事契約の形式】

建設工事契約は，書面形式を採用しなければならない。

第７９０条【建設工事契約の入札応札】

建設工事の入札募集，応札の活動は，関係法律の規定に従って公開，公平，公正に行

わなければならない。
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第７９１条【建設工事契約の締結方式】

発注者は，総請負人と建設工事契約を締結することができ，実地調査者，設計者，施

工者と個別に実地調査，設計，施工の請負契約を締結することもできる。発注者は，一

人の請負人が完成すべき建設工事を複数部分に分解して複数の請負人に発注してはなら

ない。

２　総請負人又は実地調査，設計，施工の請負人は，発注者の同意を得て，自己が請け負っ

た一部の仕事を第三者に完成させることができる。第三者は，その完成させた仕事の成

果について総請負人又は実地調査，設計，施工の請負人と共に発注者に対して連帯責任

を負う。請負人は，その請け負ったすべての建設工事を第三者に全部下請け［转包］さ

せ又はその請け負ったすべての建設工事を分解して分割請負［分包］の名義により個別

に第三者に全部下請けさせてはならない。

３　請負人が関連の資質条件に適合しない組織に工事を分割請負させることを禁止する。

分割請負した組織がその請け負った工事をさらに分割請負させることを禁止する。建設

工事の主体構造の施工は，請負人が自ら完成させなければならない。

第７９２条【国家の重大な建設工事契約】

国家の重大な建設工事契約は，国家が規定する手続及び国家が承認した投資計画，実

行可能性調査報告等の文書に従って締結しなければならない。

第７９３条【建設工事施工契約無効の場合の処理】

建設工事施工契約は無効となったが，建設工事が完成検収に合格した場合，契約工事

代金の時価換価に関する約定を参照して請負人に補償することができる。

２　建設工事施工契約が無効となり，かつ建設工事が完成検収に不合格となった場合，次

に掲げる内容に従って処理する。

（一）修復した後の建設工事が完成検収に合格した場合，注文者は，修復費用の負担を

請負人に請求することができる。

（二）修復した後の建設工事が完成検収に不合格となった場合，請負人は，契約の工事

代金の時価換価に関する規定を参照して補償を請求することはできない。

３　注文者は，建設工事が不合格となったことにより発生した損害に過失がある場合，相

応する責任を負わなければならない。

第７９４条【実地調査契約と設計契約】

実地調査，設計の契約の内容は，一般に関係の基礎資料及び概予算等の文書の提出期限，

品質要求，費用及びその他協力条件等に関する条項を含む。

第７９５条【施工契約の内容】

施工契約の内容は，一般に工事範囲，建設工期，中間引渡工事の着工及び竣工期日，

工事の品質，工事建設費，技術資料の引渡時期，材料及び設備の供給責任，資金割当及

び決済，竣工検収，品質保証範囲及び品質保証期，相互協力等の条項を含む。

第７９６条【工事建設監督管理】

建設工事において監督管理を実行する場合，発注者は，監督管理人と書面形式を採用
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して監督管理委託契約を締結しなければならない。発注者と監督管理人の権利と義務及

び法的責任は，本編の委任契約及びその他の関係法律，行政法規の規定に従わなければ

ならない。

第７９７条【発注者の検査権】

発注者は，請負人の正常な作業を妨害しない状況の下で，いつでも作業の進度，品質

に対して検査を行うことができる。

第７９８条【隠ぺい工事の検収責任】

隠ぺい工事において，請負人は，隠ぺい作業の前に発注者に検査を通知しなければな

らない。発注者が速やかに検査を行わない場合，請負人は，工期を順延することができ，

かつ工事の停止，工事待機等による損害の賠償を請求する権利を有する。

第７９９条【竣工検収】

建設工事の竣工後，発注者は，施工図面及び説明書，国家が発布した施工検収規範及

び品質検査基準に基づいて速やかに検収を行わなければならない。検収に合格した場合，

発注者は，約定に従って代金を支払い，当該建設工事を受領しなければならない。

２　建設工事は，完成検収に合格した後に，はじめて引き渡し，使用させることができる。

検収を経ず又は検収に不合格となった場合，引き渡し使用させてはならない。

第８００条【実施調査者，設計者の責任】

実地調査，設計の品質が要求に適合せず又は期限に従って実地調査，設計文書を提出

せずに工期を遅延させて発注者に損害を与えた場合，実地調査者，設計者は，実地調査，

設計を継続して完全なものにし，実地調査，設計費を減額又は免除し，かつ損害を賠償

しなければならない。

第８０１条【施工者の品質担保責任】

施工者の原因により建設工事品質が約定に適合しない場合，発注者は，合理的期間内

の無償修理又は再工事，改築を施工者に対して請求する権利を有する。修理又は再工事，

改築を行った後，期限を徒過して引き渡した場合，施工者は，違約責任を負わなければ

ならない。

第８０２条【請負人による不法行為責任】

請負人の原因により建設工事が合理的使用期間内に人身損害及び財産損害を与えた場

合，請負人は賠償責任を負わなければならない。

第８０３条【発注者の違約責任】

発注者が約定した時期及び要求に従って原材料，設備，用地，資金，技術資料の提供

を行わない場合，請負人は工期を順延することができ，かつ工事停止，作業待機等によ

る損害の賠償を請求する権利を有する。

第８０４条【発注者による工事中断，遅延の責任】

発注者の原因により建設工事が途中で停止又は遅延した場合，発注者は損害の填補又

は低減させる措置を講じ，請負人がこれにより受けた工事停止，工事待機，返送，機械

設備の移動，材料及び部品の遊休化等による損害及び実際の費用を賠償しなければなら
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ない。

第８０５条【発注者の違約責任】

発注者が計画を変更し，提供した資料が正確でなく，又は期限に従って必要な実地調査，

設計の仕事ための条件提供を行わず，実地調査，設計のやり直し，工事停止又は設計修

正変更を生じた場合，発注者は，実地調査者，設計者が実際に費やした仕事量に従って

費用を増額して支払わなければならない。

第８０６条【発注者の契約解除権】

請負人が建設工事を全部下請けさせ，違法に分割請負させた場合，発注者は契約を解

除することができる。

２　発注者が提供した主たる建築材料，建築部材及び設備が強制基準に適合せず又は協力

援助義務を履行せず，これによって請負人が施工不能となり，催告を受けた後の合理的

期間内になお相応する義務を履行しない場合，請負人は契約を解除することができる。

３　契約を解除した後に，既に完成した建設工事の品質が合格の場合，発注者は約定に従っ

て相応する工事代金を支払わなければならない。既に完成した建設工事の品質が不合格

の場合，本法第７９３条の規定を参照して処理する。

第８０７条【請負人の工事代金優先弁済請求権】

発注者が約定に従った代金の支払いを行わない場合，請負人は発注者に対して合理的

期間内の代金の支払いを催告することができる。発注者が期限を徒過しても支払わない

場合，建設工事の性質に基づいて時価換価，強制競売をすべきでない場合を除き，請負

人は発注者との協議を経て当該工事を時価換価することができ，当該工事の法に基づく

競売を人民法院に請求することもできる。建設工事の代金は，当該工事を時価換価又は

強制競売の代金より優先的に弁済を受ける。

第８０８条【請負契約規定の適用】

本章に規定がない場合，請負契約の関係規定を適用する。

第十九章　運送契約

第一節　一般規定

第８０９条【運送契約の定義】

運送契約は，運送人が旅客又は物品を運送開始地から約定した地点まで運送し，旅客，

荷送人又は荷受人が運賃又は運送費用を支払う契約である。

第８１０条【公共運送運送人の強制締約義務】

公共運送に従事する運送人は，旅客，荷送人の通常の合理的な運送の要求を拒絶して

はならない。

第８１１条【運送人の適時・安全運送義務】

運送人は，約定した期限又は合理的期間内に旅客，物品を約定した場所に安全に運送

しなければならない。
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第８１２条【約定又は通常の運送路線運送義務】

運送人は，約定した又は通常の運送路線に従って旅客，物品を約定した地点に運送し

なければならない。

第８１３条【運賃等支払義務】

旅客，荷送人又は荷受人は，運賃又は運送費用を支払わなければならない。運送人が

約定した又は通常のルートに従った運送を行わず運賃又は運送費用が増加した場合，旅

客，荷送人又は荷受人は，増加した部分の運賃又は運送費用の支払いを拒絶することが

できる。

第二節　旅客運送契約

第８１４条【旅客運送契約の成立】

旅客運送契約は，運送人が旅客に搭乗券を発行した時に成立する。但し，当事者に別

段の約定があり又は別段の取引慣習がある場合を除く。

第８１５条【有効な搭乗券に基づく乗車義務】

旅客は，有効な搭乗券に記載された時間，便名及び座席番号に従って乗車しなければ

ならない。旅客は，無券乗車，乗り越し，等級を超えた乗車又は割引条件に適合しない

優待搭乗券での乗車を行った場合には，不足分の運賃を支払わなければならず，運送人

は規定に従って割増運賃を徴収することができる。旅客が運賃を支払わない場合は，運

送人は輸送を拒絶することができる。

２　実名制旅客運送契約における旅客が搭乗券を紛失した場合，運送人に紛失・再発行手

続を請求することができ，運送人は運賃及びその他不合理な費用を再度徴収してはなら

ない。

第８１６条【払戻しと変更】

旅客は，自己の原因により搭乗券に記載された時間に従って搭乗することができない

場合，約定した期限内に払戻し又は変更手続を行わなければならない。期限を徒過して

手続を行った場合，運送人は，運賃を払い戻さなくてもよく，運送義務を負わない。

第８１７条【約定に従った手荷物携帯義務】

旅客は，荷物を携帯するにあたり，約定した数量限度及び品目の要求に適合しなけれ

ばならない。数量限度を超過し又は品目の要求に違反して荷物を携帯する場合は，運送

委託手続を行わなければならない。

第８１８条【危険物品等の携帯禁止】

旅客は，引火性，爆発性，有毒性，腐食性，放射性及び運送手段上人身と財産の安全

に危険を及ぼすおそれのある危険物品又は禁制品を携帯し又は荷物中に入れて持ち込ん

ではならない。

２　旅客が前項の規定に違反した場合，運送人は危険物品又は禁制品を降ろし，廃棄し又

は関係部門に提出交付することができる。旅客が危険物品又は禁制品の携帯又は持込み

を続けた場合，運送人は運送を拒絶することができる。
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第８１９条【運送人の告知義務，旅客の協力援助適応義務】

運送人は安全輸送義務を厳格に履行し，安全輸送に当たり注意すべき事項を速やかに

旅客に告知しなければならない。旅客は，運送人が安全輸送のために講じる合理的手配

に積極的に協力援助し適応しなければならない。

第８２０条【運送人の運送遅延その他正常運送が不能な場合】

運送人は，有効な搭乗券に記載された時間，便名及び座席番号に従って旅客を輸送し

なければならない。運送人が運送遅延又はその他正常運送が不能な場合には，速やかに

旅客に対する告知及び注意喚起をし，必要な配置措置を行い，かつ旅客の要求に基づき

他の運行便への乗り換えを手配し又は搭乗券を払い戻さなければならない。これにより

旅客に損害を与えた場合，運送人は賠償責任を負わなければならない。但し，運送人の

責めに帰することができない場合を除く。 

第８２１条【サービス水準の変更】

運送人が無断でサービス水準を下げた場合，旅客の請求に基づいて払戻しを行い，又

は搭乗券代金を減額しなければならない。サービス水準を上げた場合，搭乗券代金を追

加徴収してはならない。

第８２２条【運送人の救助尽力義務】

運送人は，運送過程において急病，出産，危険に遭遇した旅客の救助に尽力しなけれ

ばならない。

第８２３条【旅客死傷の賠償責任】

運送人は，運送過程における旅客の死傷に対して賠償責任を負わなければならない。

但し，死傷が旅客自身の健康上の原因によって生じた場合又は死傷が旅客の故意，重過

失によるものであることを運送人が証明した場合を除く。

２　前項の規定は，規定に従って搭乗券が免除され，優待搭乗券を持ち，又は運送人の許

可を得て搭乗した搭乗券を所持していない旅客に適用する。

第８２４条【手荷物滅失毀損の賠償責任】

運送過程において旅客が携帯する物品が毀損，滅失し，運送人に過失がある場合，賠

償責任を負わなければならない。

２　旅客が運送を委託した荷物が毀損，滅失した場合，物品運送の関係規定を適用する。

第三節　物品運送契約

第８２５条【荷送人の通告義務】

荷送人は物品運送手続を行う場合，運送人に対して，荷受人の氏名，名称又は指示に

基づく荷受人，物品の名称，性質，重量，数量，受取場所等の物品運送に関する必要な

状況を正確に表明しなければならない。

２　荷送人の申告が事実ではなく又は重要な状況を遺漏して運送人に損害を与えた場合，

荷送人は，賠償責任を負わなければならない。
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第８２６条【荷送人の審査承認，検査等の義務】

物品運送に審査承認，検査等の手続が必要である場合，荷送人は関係の手続が完了し

た文書を運送人に提出交付しなければならない。

第８２７条【荷送人の物品包装義務】

荷送人は，約定した方式に従って物品を包装しなければならない。包装方式に関する

約定がない又は約定が不明確である場合，本法第６１９条の規定を適用する。

２　荷送人が前項の規定に違反した場合，運送人は運送を拒絶することができる。

第８２８条【危険物品運送委託時の義務】

荷送人は，引火性，爆発性，有毒性，腐食性，放射性等の危険物品の運送を委託する場合，

危険物品の運送に関する国家の規定に従って危険物品に対して適切な包装を行い，危険

物品標識及びラベルを掲示し，危険物品の名称，性質及び防護措置に関する書面資料を

運送人に提出交付しなければならない。

２　荷送人が前項の規定に違反した場合，運送人は，運送を拒絶することができ，また相

応する措置を講じて損害の発生を回避することもでき，これにより発生した費用は荷送

人が負担する。

第８２９条【荷送人の処分権】

運送人が物品を荷受人に引き渡す前において，荷送人は運送の停止，物品の返還，到

達地の変更又は物品のその他荷受人への引渡しを運送人に求めることができる。但し，

運送人がこれにより受けた損害を賠償しなければならない。

第８３０条【運送人の通知義務と荷受人の受取義務】

運送物品の到達後，運送人が荷受人を知っている場合，荷受人に速やかに通知しなけ

ればならず，荷受人は物品を速やかに受け取らなければならない。荷受人が期限を徒過

して物品を受け取った場合，運送人に保管料等の費用を支払わなければならない。

第８３１条【荷受人の検査義務等】

荷受人が物品を受け取る時は，約定した期限に従って物品を検査しなければならない。

物品の検査期限に関する約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定に

よってもなお確定できない場合，合理的期間内に物品を検査しなければならない。荷受

人が約定した期限又は合理的期間内に物品の数量，毀損等について異議を述べない場合，

運送人が運送証書の記載に従って既に引き渡したことの初歩的証拠とみなす。

第８３２条【運送人の損害賠償責任】

運送人は運送過程における物品の毀損，滅失に対して損害賠償責任を負う。但し，物

品の毀損，滅失が不可抗力，物品自体の自然的性質又は合理的な損耗及び荷送人，荷受

人の過失によるものであることを運送人が証明した場合には，賠償責任を負わない。

第８３３条【損害賠償額の確定】

物品が毀損，滅失した場合の賠償額について当事者に約定がある場合，その約定に従う。

約定がない又は約定が不明確であり，本法第５１０条の規定によってもなお確定できな

い場合，引き渡し又は引き渡すべきであった時点の物品到達地の市場価格に従って計算



116

する。法律，行政法規に賠償額の計算方法及び賠償限度額に関する別段の規定がある場合，

その規定に従う。

第８３４条【相次運送の責任負担】

二名以上の運送人が同一の運送方式により相次いで運送する場合，荷送人と契約を締

結した運送人が運送の全過程に対して責任を負わなければならない。ある運送区間で損

害が発生した場合，荷送人と契約を締結した運送人及び当該区間の運送人が連帯して責

任を負う。

第８３５条【不可抗力による物品滅失】

物品が運送過程において不可抗力により滅失し，運送費を受け取っていない場合，運

送人は運送費の支払いを請求してはならない。運送費を既に受け取っていた場合，荷送

人は返還を請求することができる。法律に別段の規定がある場合，その規定に従う。

第８３６条【運送人の留置権】

荷送人又は荷受人が運送費，保管費又はその他の費用を支払わない場合，運送人は相

応する運送物品に対して留置権を有する。但し，当事者に別段の約定がある場合を除く。

第８３７条【物品の供託】

荷受人が不明であり又は荷受人が正当な理由なく物品の受取りを拒絶した場合，運送

人は法に基づき物品を供託することができる。

第四節　複合運送契約

第８３８条【複合運送事業者の権利義務】

複合運送事業者は，複合運送契約を履行し，又は履行を手配する責任を負い，運送の

全過程に対して運送人としての権利を有し，運送人としての義務を負う。

第８３９条【複合運送事業者と区間運送人の責任】

複合運送事業者は，複合運送に参加する各区間の運送人と複合運送契約の各区間の運

送について相互間の責任を約定することができる。但し，当該約定は，複合運送事業者

が運送の全過程に対して負う義務に影響しない。

第８４０条【複合運送証書の発行】

複合運送事業者は，荷送人から物品の引渡しを受けるとき，複合運送証書を発行しな

ければならない。荷送人の要求に従って，複合運送書類は譲渡可能証書とすることができ，

譲渡不可証書とすることもできる。

第８４１条【荷送人の損害賠償責任】

荷送人が物品運送を委託する時点の過失により複合運送事業者に損害を与えた場合，

荷送人が複合運送証書を既に譲渡していたとしても，なお賠償責任を負わなければなら

ない。

第８４２条【賠償責任の法律適用】

物品の毀損，滅失が複合運送のある運送区間で発生した場合，複合運送事業者の賠償

責任及び責任限度額は，当該区間の運送方式を調整する関係法律の規定を適用する。物
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品の毀損，滅失が発生した運送区間を確定できない場合，本章の規定に従って賠償責任

を負う。

（つづく）


